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1. 高知県の地理的条件

高知県は， 面積が多い割に，人口が少ないが，これは高知県が産業からみ

てJ工業が発達しておらず(製造業事業所数や製造業従業者数の対全国比は，

農業就業者数，林家数， 漁業就業者数のそれに比して低い)，第 1次産業に偏

っていることと対応している(表 1-1)。

表 1-1 高知県の地位

項 目|単位|全 国|高知県噛比| 調査時・資料

道

道

司 積 km2 377，618.821 7，106.73 1.9労 52.10. 1 国土地理院

帯 数 世帯 32，140，763 257，440 0.8 52.10. 1 国勢調査

ま 人 口 人 111，939，643 808，397 0.7 50.10. 1 /ノ

に 口密 度
1km2 

297 114 50.10. 1 /ノ

あたり
構就業者総数 人 53，140，700 399，550 0.8 50.10. 1 〆ノ

成 第1次産業 % 13.9 25.6 11 

比第2次産業 % 34.1 22.6 /ノ

第5次産業 予ぢ 51.8 51.5 /ノ

量業就業人口 人 7，907，487 93，489 1.2 50. 2. 1 農業センサス

岸 地 面 積 ha 4，782，518 36，962 0.8 11 

本 家 数 戸 2，565，859 48，490 1.9 45.8.1世界農林業セシすス

k野面積 ha 25，284，945 579，664 2.3 グ

R業就業者数 人 469，700 14，708 3.1 51. 農林水産統計

4造業事業所数 728，084 3，651 0.5 51.12.31 工業統計

4造業従業者数 人 11，162，186 45，245 0.4 λγ 

三活保護率 人人あ口9ぢ1た00り0 12.2 26.9 51.平均厚生省

路舗装率〈国県道〉 74.9 88.4 52. 4. 1 建設省

路改良率(国民道〕 % 62.2 35.9 11 

* この調査の実施にあたっては，高知県海運組合連合会の伊藤敬氏に特にお世話になっ
た。氏の御協力がなかったらこの調査の完成もおぼつかなかったであろう。ここに感
謝の意をささげたい。
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工業は， とくに国内市場との関係において考えると，一般的にいえば輸送費

節減のため， 一国の中央部に集中的に立地する傾向をもつが， このような工業

集積地は，産業革命期以前の人口の集積地一一一これは産業革命以後においても

消費市場として機能する一ーや， 基幹資源とりわけエネノレギー資源、の所在地

一一一国の資源が少ない場合には，資源、の輸入港の立地一ーに影響をちけて偏

侍する場合が少なくない。

日本の場合には， 西南から東北に細長く伸びた国土のほぼ中央部の太平洋

一一瀬戸内ゾーシ(京浜から阪神にいたる東海道メガロポリスと一般にいわれ

ている地帯をその中核とする〉に，工業集積地が発生しているという事実も，エ

業の中央指向性， 歴史的に形成された人口の集積地および，基幹資源とりわけ

エネノレギlー資源の海外依存などに規制されたものということができる。

ところが， このような工業集積地から離れた，国土の周辺部では工業は分散

的に立地するにすぎないか，全く立地していない場合が多い。 このような周辺

地域(中央部からの経済的距離によって生ずる) という事情のうえに， さらに

自然条件の障害が重なればいっそう工業は立地し難くなる。 ここで問題にする

高知県の場合は， このようなニつの制約条件が重なった事例の一つであろう。

事実，高知県の場合には工業の集積した京浜や阪神など，国土の中央部から離

れた周辺部に位置していたことだけに問題があったのではなし地形が交通の

発達をおくらせ， ひいては経済発展の波及効果を弱める役割を果たしていたの

である。高峻な四国山脈にさえぎられていたこともあって，土讃線の開通は非

常におくれ， 昭和10年をまたなければならなかったほどである。 それまで， 工

業の発達した中央地域との結びつきは海路によるところが多かったわけである

カミ， この海路が瀬戸内海のような東西内陸交通の動脈からも離れていたため，

工業の発達した中央地域からの経済発展の波及効果をうけることがきわめて少

なかったのである。

このよろな状況のもとで，高知県では木材製品，食品，製紙，石灰石ーセメ

ントなどの地元資源、に依存した資源立地型の工業か，機械，鉄鋼などの労働力

立地型の工業の立地に余儀なくされていた(表 1-2)。
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表 1-2 高知県の産業別事業所数・従業者数・製造品出荷額(昭和54年〉

重

事基

メ入
日

主 業

化 学

石 油 ・ 石 炭

鉄 鋼

非鉄金属

金属製品

一般機械

電 気 機 械

輸 送 機 械

精 密 機 械

エ 業

食 料 ロロロ

織 維

衣 m~ 
木材・木製品

家具・装備品

市民 -パルプ

出版・印刷

ゴ ム 製 品

なめし皮製品

窯業・土石

そ の 他

計

1-1 自然と農業

事業所数

実数|構成比

793 23.2 

14 0.4 

4 0.1 

29 0.8 

3 0.1 

429 12.6 

184 5.4 

19 0.6 

107 3.1 

4 0.1 

2，625 76.8 

935 27.3 

65 1.9 

185 5.4 

450 13.2 

215 6.3 

158 4.6 

109 3.2 

3 0.1 

13 0.4 

211 6.2 

281 8.2 

3，418 100.0 

従業者数 製造品出荷額

実 数|構成胎 実 数 |構成比
人

23.3 9，859 14，642，8万9円2 31.5 

328 0.8 778，805 1.7 

20 0.0 67，753 0.1 

1，265 3.0 2，995，514 6.4 

33 0.1 26，420 0.1 

1，712 4.0 1，192，763 2.6 

3，976 9.4 5，407，567 11.6 

520 1.2 260，139 0.6 

1，938 4.6 3，894，936 8.4 

67 0.2 18，995 0.0 

32，406 76.7 31，902，913 68.5 

7，589 18.0 5，658，627 12.2 

3，060 7.2 2，541，511 5.5 

5，162 12.2 1，103，076 2.4 

4，563 10.8 5，658，896 12.2 

1，080 2.6 629，190 1.3 

3，226 7.6 4，817，900 10.3 

1，490 3.5 1，281，036 2.7 

19 0.1 3，269 0.0 

176 0.4 54，875 0.1 

3，864 9.1 8，367，591 18.0 

2，177 5.2 1，786，942 3.8 

42，265 100.0 46，545，805 100.0 

資料) t昭和54年工業統計調査結果速報J

1-1-1. 産業の発達に対する自然の制約

高知県における産業の発達に対する自然の制約は第 lに地形があげられる。

山地は大起伏をなし，急峻な壮年期の山地である北部山地と，その肢節を形造

る東部山地および西南山地からなるが，北部山地が鉄道の開通をおくらせた

ことはすでに述べた通りである。産業と関連のある地形で意外に忘れられてい

るのは海岸線である。高知県の海岸線では，室戸半島と足摺半島に卓越する隆

起海岸(海岸段正が発達〉と，浦戸湾から須崎湾まで，叶崎以西から宿毛湾ま
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で卓越する沈降海岸が目立ち，高知市付近の海岸を除くと遠浅の海岸がほとん

どなく，工場用地や農地として適した平地がほとんどないのが特徴である。

第 2に，いわゆる自然災害がある。地震，津波，台風(高知県は西日本第 1

の台風襲来県である)などによって，産業は直接的に被害を蒙るだけでなく，

用地が侵蝕される場合がしばしばあり，そのため浦戸湾の埋立も見合わせられ

たことがあるほどであるという。昭和45年 8月21日，幡多郡佐賀町付近に上陸

した台風10号によって，高知市では浦戸湾堤防が決壊し，高潮により広範囲の

侵水がみられた。浦戸湾の埋立と高潮災害との関連性は必ずしも明確にはなっ

ていないが，その頃，自然保護が叫ばれていたこともあって，それ以降埋立は

しないことになったといわれる。

1-1-2 自然の恵みと産業

高知県では，湿潤な南東風が，四国山脈にさえぎられて多量の雨をもたら

し，さらに黒潮の影響もあるうえ，四国山脈によって寒冷な季節風がさえぎら

れるので冬も温和である。このよろに夏の温暖多雨は，集約的な農業や林業の

発達にとって好条件となったし，また冬の温和な気候は， ビニーノレ促成栽壊の

発達にとって好条件となった。

高知県の年間降水量は 2，600mm程度，瀬戸内海沿岸の香川県の降水量1，100

"'1，200mmの約 2倍にも達していて，わが国有数の多雨地帯で、ある。従って，

降水量は多いが，降水量の大半が一時的のものである(台風，梅雨による)う

え，流域面積の小さい河川が多く，勾配の緩やかな地形が少ないため，保水能

力が小さく，水資源として利用可能な水量はそれほど豊富であるとはいえな

い。生活用水，工業用水， 農業用水等の水需要置は，昭和50年には 26億1，200

mfであるが，昭和60年には.28億7，000mfに増加すると見込まれているので，こ

のままでは水不足が生ずる恐れすらないわけではない。また，電力需要は，昭

和51年には27億9，400万kwhで，昭和41年の約2.3倍に増加したため，県内自給

率は約67%にすぎず，県外からの送電によってようやく電力需要が確保されて

いるにすきrない。しかし，降水量の多いことは潜在的な資源にはちがいないわ

けであるから，今後は産業の立地・発展のために，用水や発電に利用され得る
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多目的ダムの開発など河川総合開発が要請されることになる。

海岸線が長いろえ?と，黒潮の影響もあって，高知県には海の幸が多い。チシ

プ採取やカツオ節などは古くから知られている。沿岸漁業の伝統を受け継い

で，今日では，室戸市や土佐清水市には遠洋漁業の基地がある。また宿毛湾を

中心にハマチの養殖も盛んになっている。原油基地の建設よりも漁業の発展な

心掛けた方が賢明であると思われるのは，一つには漁業が自然条件に適合して

いるからである。

1-2. 産業の発達

1-2-1. 資源立地型産業の発達

高知県では，森林の生育を促進する温暖多雨という気候条件のもとで，森林

を積極的に育成しよろとする人為的努力が重ねられた結果とし℃林業が発達し

た。すなわち，豊臣秀吉の治世に，土佐の領主，長宗我部元親によって行われ

た伐採禁止(許可なしには，スギや，ヒノキを伐採でさない)，その後山内藩

によって行われた輪伐制，おとめ山・おとめ木の山林制度，明治30年の森林法

公布後の造林，第二次大戦後の造林などによって林業が発達したのである。昭

和51年，人工林率は63.9%で，全国第4位，昭和54年，人工林率は66%に達し

ている。また，昭和51年の素材生産量は 89万4，000m'で，全圏第11位，林業は

県の重要な産業となっている。とくに魚梁瀬(安芸郡馬路村〉のスギ，白髪山

(長岡郡本山町〉のヒノキなどが著名である。

林業の発達と関連して，林産物(しいたけ，木炭)や，木材の二次製品で品う

る製材，チップなどの生産額も少なくない。特殊なものとしては林業関連産業

としての打刃物の生産がある。木材の伐採・搬出に工具利器を利用したこと

で，野鍛治が発達し，河川流域?と立地した。最近，南国市の国分寺のあたり

に，木材工業団地をつくる計画がたてられており，高知の資源産業の発展の一

つの方向を示している。しかし，木材工業団地の場合，その製品は陸送される

予定で請うるので，内航海運へのプラスの影響はlないものと思われる。

国内はもちろん，海外にまで知られている土佐和紙は，もともと，みつまた

の原木を蒸して皮をはぎ，手すきによって和紙をつくる手すき和紙からはじま
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るわけで，この産業は原料であるみつまたの生産に依存しているという意味で

資源立地型の産業であり，良質の石灰や水などに恵まれていたこともあって，

伊野町や土佐市において発達したものである。その後.手すき和紙の技法を生

かした抄紙技術と良質の工業用水とによって，木材パノレプを原料とする高級な

機械すき紙(京花紙，ティッ乙/ュペーパー)が製造されるよろになった。

高知県には，四国カノレストから東に伸びる秩父帯二畳系に，石灰石が埋蔵さ

れている。高知県の石灰石埋蔵量は約50億トンに達し，その品質が良いので，

資源立地型の石灰石鉱山および石灰石関連産業が発達している。すでに， 1720 

年(享保年間)に， jj有国市の稲生において，石灰石採掘と石灰製造がはじまっ

たとされている。その後，石灰石はセメ γ トの主原料，鉄鋼の副原料としてだ

けでなく，石灰，肥料，飼料，薬品，砕石などに利用されるようになるととも

に，石灰石鉱山(高知県中央部を中心に，県内に16鉱山〉が増加した。石灰石

出荷量は全国第4位である。さらに，石灰石関連産業としては，セメント業者

2社，さらし粉・カーバイト製造 2社，石灰製造業者 2祉が立地している。石

灰石の埋蔵量は有限であるが，当分の間，この産業は高知県の資源立地型産業

として大きな役割を果たすことになるち。

1-2--2 労働力立地型産業

高知県には前述した資源立地型産業以外に， 機械工業〈一般機械， 輸送機

械)が目立つが，これらの産業は，農機具，造船などの産業で，労働力立地型

産業としての特色を示している。これらの産業は，本県が農業県であって需要

があるということなどにもよるが一応労働力に吸引されて立地したものとい

える。

なお，東洋電化(プエロジーコシ)，南海化学(プエロ乙/ーコン，カーバイ

トなど)，宇治電化学(人造研磨材)，神戸製鋼(プ zロマシガシ)，東京製鉄

(普通網，組鋼)， 日本セメシトなど(いわゆる港 6社)， 高知県の大手企業

が，地元労働力を利用しながら，港との関連によって，港の周辺(潮江，港町

地区)に立地している。これらの産業は製品を海上輸送しているが，地元内航

海運業者に依存せず，専ら自社船を利用している。
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労働力立地型産業は，今後，急速にl発展するものとは考えられない。地元の労

働力供給に限界があることもその一つの理由である。

1-3. 経済的距離と産業の将来方向

1-3--1. 地域開発と産業

高知県の産業の将来方向をみるためには，まず何よりも地域開発の現状を検

討することが必要になる。高知県における地域開発として，とくに注目される

のは西南地域総合開発である。西南地域は，高知県西南部，高幡・幡多の両広

域生活圏(須崎市以西の 4市7町6村)からなり，面積は 2，971kn1で. ~黒土の

約42%，香川県の1.6倍に達している。しかし，昭和50年に，人口は約20万人

にすぎず，昭和30年から同50年までに約6.8万人が減少 (25~ぢ減)， とりわけ若

者の減少が続き，人口の老令化が進んでいる。これは昭和50年に第 2次産業人

口が全就業人口の19.8%にすぎない(高知県同22.6%，全国同34.1労)ことか

らもわかるように，地元に就業機会が少なしまた就業者 1人あたり純生産が

低いので人あたりの所得水準が，昭和50年度に78.2万円(全国平均水準を

100とするとその68%，高知県平均水準を100とするとその81%にすぎない)で

しかないからであろろ。

西南地域に，工業がほとんど立地していないのは，産業の中央集中傾向に，

ほとんど規制がくわえられていない条件のもとで，経済的距離の条件と自然条

件とが，高知県の中ではもっとも工業立地を制約しているからである。しか

し，安価な用地，豊かな森林，良好な港湾など，この地域に存在する条件(こ

れは，経済的距離の条件と自然条件とがからみ合って生じたものである〉は，

開発の仕方によっては，産業の立地・発鹿にとってプラスの条件になるであろ

う。その契機になるのは，全国的な総合開発計画の中で，この地域がどのよラ

に位置づけられるかということである。

西南地域は，昭和26年，国土総合開発法により，特定未開発地域に指定され

たが，十分な成果があがらなかった。その後，地元の強い要望もあって，この

地域は三金総では南九州などとともに，国土利用の均衡をはかるため， これま

で続けられた努力にもかかわらず，容易に克服し得なかった特異な課題をもっ
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地域として位置つ噂けられ， r豊かな水資源，森林資源，水産資源，恵まれた自

然景観，温暖多照の気候，良好な開口性湾域などすぐれた条件を活用し，自然

環境の保全，国土の保全をはかりつつ，特に施設園芸，畜産等を主体とする農

業，林業，水産業，地場産業，観光レクリエー乙/ョン等を振興し，新たに工業

等の導入に努め，交通体系の整備を促進するとともに，教育・文化・医療機能

を含めた総合的居住環境の整備を図る」乙とが意図されている。すでに，昭和

53年度から 8年閣の計画で，国土総合開発事業調整費による調査がなされてい

る。県は，西南地域の住民の生活水準の向上はもちろんのこと，高知市を中心

とする中央部への人口・産業の集中を防ぎ，県土の均衡ある発展をはかるうえ

からも，西南地域総合開発を重視しているようである。

西南地域総合開発を推進するために必要な条件はまず第 lに経済的距離の短

縮であろう。もし，北九州経済閣が発展するならば西南地域の開発は促進され

るととになろうが，その急速な発展はJ望めないので，西南地域の開発のために

は阪神一一瀬戸内との経済的距離の短縮が必要になろう。そこで次に西南地域

を含めて，高知県の地域開発と交通?とついて概観する。

1-3-2 地域開発と交通

との問題を考えるためにはまず第 1に本四架橋・高速道路が問題になる。昭

和32年4月の国土開発幹線自動車道建設法に基づいて，四国に建設される予

定の高速自動車道には四国縦貫自動車道(徳島一大州間 128km)と四国横断自

動車道〈高松一須崎間 150km)がある。四国横断自動車道は，大豊一須崎聞に

ついては基本計画が，南国一川之江聞については整備計画が決定されており，

大豊一南国聞についてはすでに用地買収が行われつつあり，昭和60年に開通が

予定されている。この四国横断自動車道は，昭和65年度開通を目標として工事

が進められている本州・四国連絡橋(児島・坂出ノレート)と連結されることに

なるわけで，その結果，須崎一高松閤 2時間，須崎一大阪間 4時間，須崎一東

京間10時閣の時間距離となり，西南地域を含めて，高知県の地域開発を促進す

る役割を果たすものと期待されている(表 1-3参照〉。 しかし，とのように

して経済的距離の短絡が行われても，なおやはり，消費地立地性の工業が，高
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201 高知県内航海運の現状と課題(1) -， 15 --

交通機関| 名

主要交通機関

川区 間|所要時間~竺
7使

2使

1便

5使

1使

1便

6使

1便

1便

3便

航空機 会 日 空 高 知一大 阪 50分

λア 高 知一束 示 2時間10分

λγ 高 知一宮 崎 1時間10分

東亜国内航空 高 知一大 阪 50分

11 高 知一名古屋 1時間20分

フエリー 大阪高知特急フエリー 高 知一大 阪 9時間40分

宿毛観光汽船 宿毛ー佐伯(九州) 3時間

室 戸 汽 船 甲 浦一神 戸 5時間20分

日本高速フエリー 高知一勝浦一東京 2時間50分

ノ、. ス 国 鉄 ノミ ス 民主 知一松 山 3時間50分

鉄 道 土 讃 線 高 知一高 私
約3時間新急(急幹行行線〉

土讃線一山陽新幹線 高 知一大 阪 約6時間( ) 

資料〉高知県知事公室広報広聴、班 r高知J， 19780 

知県に大量に立地する可能性は少ない。高知県は太平洋一瀬戸内ゾーシから離

れているので，工業の中央集中傾向に規制をくわえない限仏問題は簡単では

ないからである。しかし，経済的距離の短縮が行われるならば西南地域を含め

て高知県で翠元資源依存型産業が立地・発展する可能性はかなり増大するであ

ろう。 このよラな地元資源依存型産業の立地発展は個人の力もさるととなが

ら，地元の集団(とくに自治体)の積極的な努力に依存することになろう。

第 2に港湾が問題になる。高知県では海運の果たす役割は大きく(表1-4)，

表1-4 高知県の貨物取扱量

移 入 移 出

実 数 1 予ぢ 実 数| % 

砂・砂利等
千トン 千Tン

2，077 40.3 4，433 59.0 

石油・セメシト等 1，171 22.7 1，214 16.2 

金 属 類 等 246 4.8 439 5.8 

フエリー貨物 1，416 27.5 1，227 16.3 

特 殊 ロロロ 148 2.9 一

E主 7.l< 産 ロロロ 28 0.6 14 0.2 

林 産 ロロロ 27 0.5 176 2.3 

そ の 他 38 0.7 18 0.2 

メ入
p 計 5，151 100.0 I に悶 | 

資料〉 昭和52年通関統計
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202 

取扱われている貨物は移出入とも，砂・砂利・石灰石などの鉱産品や化学製品

をはじめとして，林産品，金属機械工業品等が目立っている。それなのに，港

湾整備はおくれている。高知県には高知港と須崎港(この 2港は重要港湾)を

はじめとして， 18港があるが，とくに須崎港とくらべて，高知港の整備がおく

れている。

高知港では，湾口部の幅員が狭く，湾曲していること，港の水深が浅いこ

と，十分な繋留施設がないことなど問題点が多く，貨物の;増大，船舶の大型化

に対応できない(表 1-5)。

均一五一時均一一日直
1
2
1

高
E

1

E

一日一怜

公

潮

弘化合

東

第2号第53巻--16.-

J 目--
~， ロ砂ロロ利

経済連 1蕊 4.0 500 1 化学肥料
徳山セメシト，三菱 2 -6.0 2500 2 セメシト

南吸江 セメシ石ト
専L

国見山灰，川鉄鉱 2 一7.5 5000 2 石灰 石

丸今業井和林高業知， 紀州製紙 2 -4.5 700 2 木 材
新山本県造 10 -5.5-一7.5500-12000 10 船 品自

l-iF1175  
5000lllj 140 I -5.0 1000 I 2 原 木仁井田 0.¥ 300 I -4.5 700 I 5 

水面貯木

水産 品

高知港工事事務所(発行年不明)

みませよdp第1号物 1 120 1-…-叩 30

(注) 公:国，県などで築造した公共の施設
専:会社などの専用施設
資料〉運輸省第三港湾事務局
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403 高知県内航海運の現状と課題(1) --17-

整備計画によると，浦戸湾内は， 自然環境の保全や船舶の航行安全などのた

め， 5，000トシ級の船舶が接岸できるように整備するにとどめ，大型外洋ブェ

リーおよび大型貨物船用の港湾を太平洋に面した種崎地区?とI新設することにな

っている。整備計画は船の大型化に対応している面が強い。しかし，小型船の

利用のための港湾の施設整備も忘れられてはならない。内航海運にとって，

しあたり関係のあるのはこの側面である。

参考文献

高知県 r県勢の主要指標~ 1979 

高知県知事公室広報広聴班『高知.~ ， 1978 

高知県『高知県総合開発計商J] (基本構想編)1978 

高知県， w高知県総合開発計蘭J] (実施計画編)1978 

高知県『高知県総合開発計画 昭和53年度実績報告書J]， 1979 

高知県西南開発局『西南地域総合開発J(資料 1・2，1978，資料3，1979) 

高知県西南開発局『西南地域総合開発J] (資料別冊 1)， 1978 

農林水産省・林野庁・水産庁・通産省・運輸省・建設省『四国西南総合開発計画調査

昭和54年度調査方針J]， 1979 

西南開発局『工業流通基地の形成に伴う立地業種検討資料J]， 1979 

西南開発局『西南地域の開発の方向についてJ] (検討資料)， 1979 

運輸省第三港湾建設局・高知滋工事事務所『高知港』

高知県土木部新港建設対策室 r高知新港一一新しい港と景観』

2. 高知県内航海運の現状

さ

2-1 高知県内航海運の全国乙/ェアーと高知県の貨物輸送における内航海運

の重要性

(1) 高知県内航海運の全国乙/7:.アー

高知県内航海運の全国νェアーをみるために， はじめに業者数についてみて

みよう。内航海運業は，業務内容によって， 運送業，貸渡業，取扱業にわかれ

ている。運送業者は貸渡業， 取扱業などを兼ねている場合が多いので，実質的

な業者数とは云えないが，全国K占める割合をだしてみると， 昭和54年 3月31

日現在で，運送業1.65'ぢ貸渡業1.85'弘取扱業1.5%となっている。 (表2-1)
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表 2-1 運送業者，貸i渡業者，取扱業者の数

年 次 全 国 四 国 愛 媛 高 知 1I 対両全知国の比

運 昭和44年 7，548 2，126 785 2.9% 

送
45 1，175 152 57 25 2.1 
50 901 106 34 17 1.9 

業 54 804 93 32 13 1.6 

貸 44 3，112 737 578 8 0.3 

渡
45 9，129 2，278 1，091 172 1.9 
50 6，289 1，685 884 112 1.8 

業 54 5，645 1，589 872 103 1.8 

取 44 1，536 141 62 28 1.8 

扱
45 1，376 151 58 32 2.3 
50 1，489 140 57 27 1.8 

業 54 1，467 135 56 22 1.5 

届 44 715 371 

出
45 ー 613 370 
50 5，481 965 398 50 0.9 

業 54 3，615 437 178 36 1.0 

資料) ~四国海道の現状』

つぎに，船腹畳について乙/ヱアーをみてみると，木船のι/ェアーがやや大きー

いが全体として約 1%である。(表2-2)

木

鋼

表 2-2 船腹最の比較

| 全 国|四 国|愛媛|高

船 隻数 2，495 
G/T 183，019 

船 受数 8，815 
G/T 3，658，645 

計
安数 11，310 
G/T 3，841，664 

資料) W四国海遂の現状』

運輸省資料

121 194 
10，461 17，775 

320 909 
93，103 493，916 

441 1，103 
103，564 511 ，691 

(昭和54.3.31)

知|思AZ
34 1. 4~ぢ

3，988 2.2 

76 0.9 
38，606 1.1 

110 1.0 
42，594 1.1 

他の経済指標の全国乙/ェアーは，人口 0.7%，分配所得 0.6%，事業所数0.8

9ぢ，工業出荷額0.3%，農業生産額1.0%等であるから，高知県の指標としては

高知県内航海運業の乙/ェアーは相当大きいと考えてよい。

(2) 高知県の貨物輸送における内航海運の重要性
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205 高知県内航海運の現状と課題(1) - 19ー

ここでは，昭和田年の貨物地域流動調査の結果により，県別輸送量に占める

内航海運の乙/ェアーをみてみよう。

表 2-3 都道府県別・輸送機関別・総輸送量分担率 C%)

都道府県 l一一重一一一堂一一一一物一一I~主-
|鉄道|海運|自動車|鉄道|海

北青 海

手道森城

9.8 83.6 11.0 
18.0 53.3 28.8 20.9 

車偏

19.1 15.3 65.6 25.2 
12.8 47.0 40.1 16.5 

被木聖形島回

16.1 37.4 46.4 27.2 
21.8 14.5 63.7 20.5 
18.1 22.2 59.7 22.1 
7.1 30.0 62.9 3.6 
19.1 0.0 80.9 7.0 
16.8 0.0 83.2 8.5 
6.2 0.0 93.8 10.6 

葉尽JI! 
2.9 41.5 55.6 5.0 
8.0 22.7 69.3 5.7 

奈 6.4 43.9 49.7 11.2 

潟山
17.3 38.9 43.9 42.5 
12.3 29.9 57.9 25.9 

井梨JI! 
12.2 23.2 64.6 3.5 
12.7 28.5 58.9 13.8 
18.8 0.0 81.2 6.0 

野 26.9 0.0 73.1 12.8 
5.3 0.0 94.7 7.2 
9.5 26.0 64.5 10.5 
5.5 44.7 49.8 6.9 
5.5 23.2 71.3 7.3 
11.5 0.4 88.1 17.3 
10.1 3.7 86.2 6.6 
4.0 47.7 48.3 3.8 
2.7 53.8 43.5 5.3 
1.3 0.0 98.7 2.4 

歌 2.7 56.0 41.4 3.1 
10.5 22.2 67.3 11.1 
11.2 15.4 73.4 11.5 
5.0 53.4 41.6 6.3 
5.8 54.6 39.6 4.8 

ロ 2.5 80.7 16.8 4.6 
3.2 65.6 31.2 2.0 
2.6 70.3 27.1 1.6 
2.4 67.4 30.3 4.5 
2.7 46.5 50.8 1.8 
6.4 57.4 36.2 自.7
5.7 18.9 75.4 4.2 
5.2 65.0 29.7 4.8 
11.5 28.0 60.5 8.6 
4.8 53.7 41.4 2.1 
10.1 44.2 45.7 14.2 

児 5.7 69.8 24.5 0.8 
0.0 100.0 0.0 0.0 

資料) W貨物地域流動調査J

(昭和52年)

貨物
選|自動車

83.7 5.4 
51.0 28.0 
41.8 〆 33.1
14.7 68.8 
14.7 58.1 
3.1 76.4 

14.1 63.7 
22.7 73.7 
0.0 93.0 
0.0 91.5 
0.0 89.4 

58..5 36.5 
2.5 91. 7 

44.3 44.5 
20.6 36.9 
23.4 50.7 
1.1 95.5 
2.2 83.9 
0.0 94.0 
0.0 87.2 
0.0 92.8 
16.1 73.5 
23.5 69.6 
52.7 40.0 
0.0 82.7 
0.8 92.5 

25.9 70.3 
44.0 50.7 
0.0 97.6 

72.7 24.3 
5.1 83.8 
8.2 80.3 

60.5 33.3 
54.3 40.9 
87.2 8.2 
48.4 49.5 
74.9 23.4 
61.7 33.8 
89.5 8.7 
51.1 42.2 
7.2 88.5 

49.1 46.1 
20.2 71.2 
87.9 10.0 
31.1 54.6 
91.8 7.4 
99.3 0.7 
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発貨物で，内航海運の乙/ェアーの大きいのは，北海道，和歌山，山口，香川

高知，大分，鹿児島，沖縄となる。また，着貨物で内航海運のνェアーが大き

いのは，北海道，山口，香川，沖縄である。特に，高知県では，発貨物のほぼ

9割を内航海運が分担してし、ることがわかる。(表2-3)

2--2 高知県内航海運業の規模について

高知県内航海運業の規模についてろえるため，はじめに資本金規模をみてみよ

う。運送業者についても，貸渡業者についても1000万円-5000万円のものがや

や多く，全国とくらべて中の小程度の業者が多いといえよう。(表2-4)

表 2-4-1 資本金階層別事業者数(運送業〉

~ *-五五百-下手 国 | 四 国|高 知|愛媛

なし(個人) 58( 7.2) 8( 8.6) 一(ー〉 1( 3.0) 

1，000万円未満 277(34.4) 50(53.8) 4(50.0) 

1，000万円-5，000万円 273(34.0) 29(31.2) 4(50.0) 

5，000万円-1億円 54( 6.7) 3( 3.2) 一(ー〉

1億 円 -5億 円 99(12.3) 3( 3.2) 一(ー)

5億 円 -10億 円 16( 2.0) 一(ー) 一(ー)

10億円以上 27( 3.4) 一(ー〉 一(ー〉 一(ー〉

計 制 100.0)I 則 00.0)I 8(100.0) I則 00.0)

資料〉音重量量は 干噌著語書科〈昭寝F43)
注)カッコ内は縦のパーセント

は 四 還の現((和和.1(昭..24和)) 54.3) 
は 『実組 査料』 昭 55 
は~*J3.15-f，f*，U 昭 54

表 2--4-2 資本金階層別事業者数(貸i渡業〉

資 本 金 階 層 国|高 知 | 愛 媛

なし(個人) 2，838(50.3) 570(35.9) 26(44.8) 298(35.1 

100万円未満 97( 1. 7) 32( 2.0) 一(ー〉

100-1，000万円 1，583(28.0) 540(34.0) 12(20.7) 

1，000-5，000万円 960(17.0) 432(27.2) 15(25.9) 

5，000 - 1億円 44( 0.8) 10( 0.6) 5( 8.6) 

1億円以上 123( 2.2) 5(川| 一(ー)

計|山5(ο10∞0.0の)11，58 

資料)全園は速輸省資料(昭和5“4.3め) 注)カツコ内は縦のパ一セシト
四国は『四臨海遂の現状j (昭和54.3)
知は『実態調査j (昭和55.2)

愛媛は『組合資料] (昭和54.4)
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20'7 高知県内航海運の現状と課題(1) -21ー

つぎに，船腹量規模をみてみると，運送業者については，2000-5000GjTの

支配船腹を持つものが 3業者あり，貸渡業者については，200~-500GjTの所有

船腹のものがかなり多いことをみると，やはり，中の小程度の規模の業者が多

いといえる。(表2-5)

表2-5ー1 使用船腹最階級別事業者数

(運送業)

使用船腹最階級 会 国|高

200総トシ未満 95(1108) 

200 -1，000 233(29.0) 

1，000-2，000 145(18.0) 

2，000-5，000 145(18.0) 

5，000-10，000 104(12.9) 

10，000総トシ以上 82(10.2) 

計 8附

資料)全国は運翰省資料(昭和54.3め) 

高知は『実態調査J (昭和55.2)

注)カッコ内は縦のパーセント

知

1(12.5) 

3(37.5) 

1(12.5) 

3(37.5) 

一(一〉

一(ー〉

8(100.0) 

表2-5-2 貸渡船腹最階級別事業者数

(貸渡業)

貸渡船腹最

0総トシ

200総トシ未満

200 - 500 

500総トシ以上

全 国 知 i四 国

計

496(ー )

2，983(57.9) 
1，047(20.3) 
1，119(21.7) 

12(ー)

資料)全国は運輸省資料(昭和54.3)

高知は『実態調査J (昭和55.2)
西国は『四国海道の現状] (昭和54.3)

232(ー)

681(50.2) 

318(23.4) 

358(26.4) 

1，589(ー)

注)カッコ内は縦のパーセント(休止中のものを除く)

0総トシは休止中の意味である。

船を何隻所有しているかについてみると，高知の場合特に全国に比べて，
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杯船主の割合が多く 3隻以上所有し亡いるオーナーはみあたらない。(表2-

6) 

表 2-6 所有船隻数別事業者数〈貸渡業〉

所有船隻数|全 国|高 知|四 国

0隻 496 12 232 

; 芸 l 4，;お;:妥i2沼i2;:1;;| 5守:i汽せ:三:jl 1，f:;認ii2沼?包:2::むj 
3隻 1綴刈 1 0K (以| 鋲t
;喜以上 ! 鋲山 l 0民i川 l m町(1.以叫2幻

0刊隻を械除く叶計 | 山 (10川 1 則叩0…L竺?竺リ
計 I5，64570  I 1，589 

資料)全国，四国は運輸省資料(昭和54.3)

高知は『実態調査~ (昭和55.2)

愛媛は『組合資料~ (昭和54.4)

注)0 {をの事業者数には休止中事業者を含む。

( )内の構成比は 0隻を除く縦のパーセントである。

愛媛

48 
670(83.3) 
101(12.6) 
16( 2.0) 
13( 1.6) 
4( 0.5) 

804(100.0) 

852 

最後に，従業員数の規模をみると，やはり， 6-10人程度の中の小のものが

多いことがちかがえる。(表2-7)

表 2-7ー 1 従業者数階級別事業者数

従 業 者 数 全 国 i高 知

6人未満 6，296(66.3) 30(45.5) 

6人-10人 1，432(15.1) 26(39.4) 

11人-20人 939( 9.9) 7(10.6) 

21人~， 30人 318( 3.4) 1( 1.5) 

30人 以 上 506( 5.3) 2( 3.0) 

合計 1ω
資料料ト)全国は『内航海遂実態調査結果の概要JI (昭和5臼2.8め〉

高知は実態調査(昭和55.2)

注)高知は運送業と貸渡業のみの数字である。
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209 高知県内航海運の現状と課題(1) -23-

表 2-7-2 平 均従業者数

|全国|高知

1・2号運送業 84.0 人 21.8

3・4号運送業 15.7 5.8 

貸渡業 8.1 6.4 

資料) 全国は『内航海運実瞥凋査結果の概要~ (和昭52.8)

高知は実態調査(昭和55.2)

2-3 高知県の船の特徴について

はじめに，木船と鋼船の割合についてみると，現在ではほとんど全国水準に

達しているものの(表2-8)，時系列的にみると，昭和47-8年ζ、ろまではかな

り鋼船化が遅れていたものと考えられる。(図2-1)

表 2-8 船型 別，船質別隻数

国 1 四 国 i高 知 |愛 媛

1 200G/T未満 2，487 
407 

10 139 
木 200G/T ，~500G/T 8 。 1 

500G/T内 -1，OOOG/T 。 。 。 。
臥町 1，0001計/T以上 。 。 。

2，495( 22 ) 407( 21 ) 10( 16 ) 140( 13 ) 

| 2却0∞0附 T未満 16 324 
鋼 200G/T-500G/T 2，093 if ~， 26 283 

500G /T -1 ，000 G /T 7 229 
船 il，oooG/T以上 537 2 63 

計 8，815( 78 ) I 1，557( 79 ) 51( 84 ) 899( 87 ) 

1 200G/T未満 7，794 
会 200G/T-500G/T 2，101 

500G /T -1，000 G /T 878 
342 

体 lI，oOOG/T以上 537 
計。 11 ，310( 100) 1，964( 100) i 

資料) 全国は運輸省資料 (昭和54.3)

四閣は『四国海運の現状』 (昭和54.3)

高知は『実態調査』 (昭和55.2)

愛媛は『組合資料集』 (昭和54.4)

注) カッコ内は木船鋼船の割合
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図2-1-1 隻数における鋼船の割合

鋼船の
割合(%)
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〆

一一一一全国
一一一愛媛
一一一一一高知

〆
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資料)全悶は運輸省資料

図2ー 1-2 

鋼船の
割合物

100 

90 

80 

70 

60 

50 

40 

30 

20 

10 

。

愛媛， E2i知はr四国海運の現状』

G/Tにおける鋼船の割合

会一ー・ーーーーー--ー"ー?ー・ 一一一・ーー一 / ーー
ノー一一 一一・ーー白色ー"ーー-

~~〆 ωー--ー・ーー'叩.----

/"- -，----. 
...-...-

ーー町四四回全国

一ー--ー愛媛
ー一一一一一ー高知

昭和 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54年

資料)全国は運輸省資料
愛媛，高知はr四国海運の現状A

210 
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つぎに，貨物船の割合についてみると，高知県は全閣にくらべて相当高い割

合を示している。乙れは，特殊船を作ることが出来るほどに高知の貨物がモれ

ほど多くないこと，また，特殊船を作るに必要な資金にことかくことも考えら

れる。(表2--9)

表 2-9ー 1 貨物船の割合 (隻数)

年次|会 国|高知|四

(%) 

国|愛媛

昭和40年 ;"? 
。 1・4・・・ 4・

41 86.3 98.6 89.3 84.6 
42 84.9 94.9 87.0 81.9 
43 84.0 95.1 86.4 79.9 
44 83.2 (83.6) 94.9 85.9 79.4 
45 80.6 93.7 84.6 78.3 
46 “". 93.4 82.4 75.2 
47 ((81.2) ) 92.4 80.9 73.0 
48 80.3 93.5 80.3 72.7 
49 79.3 93.5 78.6 69.9 
50 79.7 93.3 77.6 69.0 
51 79.4 92.4 77.5 68.5 
52 79.1 91.0 75.7 66.1 
53 72.4 87.0 71.8 60.4 
54 72.0 86.4 69.2 58.0 

資料) 四国，高知，愛媛は『四国海運の現状』

会国は『海運白書.] (昭和日47，48年のみ)

『日本海運の現況.] (昭和49年のみ〉

運輸省資料(その他の年〕

注) カツコ内の数字は貨物船の中にセメシト専用船を含んだ数字である。

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



-26-

表 2-9-2

第53巻第2号 212 

貨物船の割合 (G/T) 
(%) 

媛
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2
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7
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5
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7
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1
0
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;
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丸
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丸
内
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h
に
札
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h
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.
Q
山
一
の

T
円十

τ
F
7
小

6
6
6
6
6
5
5
5

一

年

月

一。
o

n

o

一
4

に

一

'

国

間

一
々
4

u

"

μ

I
l
i
-
-
I
l
l
i
-
-
i
l
i
-
-
-
ー一

4

は

一

三

，

〉

』

月

一
4

み

)

状

た

3
5
4
8
0
4
8
7
2
0
9
7
1
3

一
L
の

年

現

し

れ
仇

4
札
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6
8
8
M
M
渇

M乃
花
玲
一

4

年

の

の

査

9
8
8
8
8
8
8
8
8
1
1
8
1
'

一
丸

MM

他

運

調

一

同

和

の

海

の

一

部

昭

そ

国

年

1
1
1
|
一

何

(

(

四

m
M

p
u
u

門

H
H

』

剖

料

は

断

書

白

E
媛

~

白

輸

省

愛

年

連

皇

制

判

。

海

院

選

'

4

『

λ

知

和

工

高

昭

畑

島

酔

4-

四

全、，ノ注

年

昭和40年
41 
42 
43 
44 
45 
46 
47 
48 
49 
50 
51 
52 
53 
54 

次|会 国|高 知|四 国|愛

75.6 
74.5 
72.5 
71.3 
70.1 
63.。
(69.5) 
(69.7) 
60.6 
61.0 
60.0 
58.8 
55.6 
54.3 

資料〉

また，船令についてみてみると，全国と比較して船令 14年目、上の老朽船が多

い。愛媛県はこれに対して船令 0-7年の経済品〉が多い。鋼船のみの平均船令

をみても，全国が9年余り，高知は11年，愛媛県は 7-8年程度である。(表

2-10) 

(1) 経済船とは単に船令が7年未満の船をさす。
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213 高知県内航海運の現状と課題(1) --27ー

表 2-10 船舶の船令別 G/T とtt数

| 全 国 | 高 知 l愛 媛

G/TI経 済 船(0-7)1 1，271( 38) 1 7( 27) 1 264( 50) 
午 [不経済船(7~~14)1 1，472( 43) 1 12( 46) 1 224( 42) 
総 i若朽船(14̂v)1 654( 19) 1 7( 27) 1 43( め

よi 計 3，397(100) I 瓦両川一云1(100)

隻|経済船>~=~， ~<I ::'~~~> :!< ~:;> :~< 不経済船(7，-14)1 *4，758( 41) 1 26( 42ノ 1 
老 朽 船(14-)1 *4，453( 38) 1 23( 38) 1 

川町 I 1，叫00)

、2
2

ノ-、m
J

ノ、、，，

6
1
3
 

3
4
2
 

f
町、，
i
、〆f
¥

η
4
Q
ν
n誕

U

n
d
の
L
q
O

3
4
2
 数

計 *11，610(100 ) 

資料) 全国は運輸省資料 (昭和54.3)

愛媛は『組合資料] (昭和54.4)

高知は『実態調査] (昭和55.2)

注) *印は昭和52年8月に行なわれた『実態調査』による

カツヨ内は縦の船令別パーセント

最後に運航委託・定期用船の別についてみると，高知の定期用船の割合は

0.36と約音ーであるのに，愛媛のそれは0.71である。運航委託船の収入は不安定

であるといわれ℃いるが，このことが高知内航海運の不安定性の要因になって

L 、る。

2-4 高知県貨物の内容について

高知県内航海運業が扱っている貨物の内容をみるために，はじめに全国の内

航海運の貨物についてみてみよう。

これを，トシキロでみると，内航海運は，石油製品，鉄鋼，砂利・砂・石材，

セメシト，非金属鉱物，機械，石炭などを主な貨物としている。(図2ー の こ

れらに;共通していえることは，輸送距維が非常に長く，重量も相当かさむもの

であり，産業用基礎資材を中心としていることである。(表2-11)， (表 2

-12)またトンキロで考えてみると，将来内航海運の重要性はますます高まり

こそすれ，低まることはないように思われる。(表2-13)
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表2-11 輸送機関別，距離帯別輸送「シ数(昭和53年度)

距離帯 l合

単位:百万トシ

計 Ir弘盟諸 lキ除 民鉄 ヂ| 自動車

ぷにコ入 計
5，446 (100) 
( 100) 

1"， 50km 4，097 (100) 
( 75) 

51-100km 
462 (100) 

( 8) 
469 (100) 

101-300km ( 9) 

301-500km 
179 (100) 

( 3) 

501km以 上
239 (100) 

( 4) 

(注) w陸逐統計要覧Jによる。

( )内は縦のパーセント

( )内は横のパーセント

463 ( 9) 123 C 2) 4，860 ( 89) 
( 100) ( 100) ( 100) 

72 ( 2) 30 ( 1) 3，995( 97) 
( 16) ( 24) ( 82) 

43 ( 9) 
( 9) 

17 ( 4) 
( 14) 

402 ( 87) 
( 8) 

106 ( 23) 45 ( 9) 318 ( 68) 

〈 25田133848〉〉) I 〔46J

( 37) ( 7) 
14 ( 8) 82 ( 46) 

158 C 66) 
( 11) ( 2) 

17(7〕| 63[矧
(14) I ( 1) 

表 2-12 輸送機関別トシ階級別出荷量(昭和50年10月21日-23日， 3日間調査〉

単位:千トン

トシ階級|合 計|内航海運|鉄 道| 自動 車!その他

合 計 J~03L〔100〕 11位竺直色~__ ~1~4 (~~~2~~)_1笠色2

f?l」2品|寸ι;凶ι~I ぶ :;;1444
;二~I寸品町ドギ戸ドずπ|寸才市ア!ヘ供三

一戸汁 イoj;〔100rl告?hh寸勺jiトhh寸可)1晴守:内南市吋E寸引ア司|汗h
云古2礼礼叫出エオ占-ポI~レは1叩J0:m!:な悲;j5;g;

| I  (9鉛6) I (59め) I (3お5)

〈注) w全国貨物純流動調査報告書j (昭和52年3月)による。

( )内は縦のパーセシト

( 1内は横のパーセシト

また，昭和40年度，昭和53年度の両年度を比較して， トシキロでみてもトシ

でみても，内航海運のヲェイトが低下しているのは 7品目中機械のみであ

る。(表2-14)
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215 高知県内航海運の現状と課題(1) -29ー

2 -13 輸送機関別園内貨物輸送量及び輸送分担率の推移

昭和40年度
573 

i主s51〈(竺旦1，36醐悶剛Z空泌笠l i 

4491 22 227 

( 7〉 i(I，2235262〕9 4262 34 
45 

376，647 4011 29 248 
(7)1 (88) (6128〉3 

46 
-l11(旦，，45423027 6 ) 

40530 248 

47 

(51795 〉
40530 24S 

上昇558〉3 
3611 29 256 

48 )」I2，4210 
(51424 〉

49 
3841 30 256 

50 

〈41474) 
4061 30 257 

i旦i
51 

463 4251 30 24， 
52 

(41213 〉
4311 32 236 

i三位
53 

412 230 
( 10) (100) 

(注) 1. 内航船舶輸送統計』及び『陸連統計年報』による。

2. ()内は輸送機関別のνェアー(%)である。

2 -14 主要品目別輸送機関別輸送蚤及び輸送分担率

I ~ ~ I~:~Y:- 一 哲品川 j 離内航|自動車 I~ illl iit I盟国 明側| 計 同西
40 

石炭 年5度3 
64 

40 

鉄鋼
53 

40 

非金属鉱物
53 

40 

砂石利材 ・砂・
53 

40 

セメ Y ト
53 

40 

石油製品等 庁百一

40 

機械
53 

(2)1 (94)1 (4) ( 11) 〈印)1( 9)1 (100) 

(注) 1. 内航船舶輸送統計j r陸迩統計要覧Jによる。

2. ()内は各品目の輸送機関のVエアー (96)である。
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図 2-2 主要品目別輸送機関別輸送トンキロ分担率

昭和40年度

O 50 100(%) 
千トンキロ

石油製品等| 協f:fiffl145 

鉄 鋼| 髭後::::J178 

砂利・砂・石材| 隊後援愛媛後多務後援後遺:::::1 96 

非金属鉱物
Eま援~護Z 1j11011 1 

機 械| 隊後努~貌:::::}:;:;:;::::J 89 

石 [;:・::::l280 

O 50 100(%) 

修~:....V
千トンキロ

内航海運自動車鉄道

資料〉 運輸省資料
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O 

石油製品等

量失 吉岡

砂利・砂・石材|

セメント

非金属鉱物

機 械

石

O 

昭和53年度

100(% ) 

1トンキロ

99'7 

384 

協級協級協働移物I270 

259 

216 

179 

協1103
ムーーー--'

50 100(% ) 

-31ー
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つぎに，貨物流動調査で高知県発の貨物と高知県着の貨物について内航海運

のV.:r:アーをみてみる。

輸送機関別にみて.内航海運のクェイトが低下したものは，高知発の貨物で

は， ほとんどないが(表2-15).高知着の貨物では，石灰石その他の非金属鉱

物，鉄鋼，機械である。 (表2-16)

表2-15 主要品目別，輸送機関別貨物輸送量(構成比)

高 知 発 (%) 

鉄 道 海 運 自動 車 会機 関

年度 2.9 83.4 13.7 100.0 
総 貨 物 46 

1.8 89.5 8.7 100.0 
52 

石 炭
46 0.0 100.0 0.0 100.0 
52 0.0 100.0 0.0 100.0 

砂利・砂・石材
46 0.9 99.1 0.0 100.0 
52 0.6 99.4 0.0 100.0 

石その他の灰非金属鉱石
46 0.2 99.8 0.0 100.0 
52 0.0 99.9 0.0 100.0 

鉄 鏑
46 2.7 94.2 3.1 100.0 
52 1.4 94.0 4.6 100.0 

機 械
46 2.3 20.2 77.5 100.0 
52 0.1 32.6 67.3 100.0 

セ メ シ ト
46 4.4 95.6 0.0 100.0 
52 3.4 96.2 0.4 100.0 

石 油 製 ロロロ
46 1.1 98.9 0.0 100.0 
52 0.0 100.0 0.0 100.0 

そ の 他
46 6.6 54.9 38.6 100.0 
52 6.4 51.6 42.0 100.0 

資料 『貨物地域流動調査』

(2) 貨物流動調査の高知発貨物，高知着貨物の輸送量は，高知県の内航海運業者ばかりが

扱っているものではない。他県の内航海運業者が高知への貨物，高知からの貨物をは

ζんでいるし，大会社の自家用船もそれらの貨物をはとんでいる。
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219 高知県内航海運の現状と課題(1) -33ー

表 2-16 主要品目別，輸送機関別貨物輸送設(構成比〉

高知着 (%) 

|鉄 道|海 運 |自動車 |全機関

1年度
総 貨 物 I46 I 6.5 4θ.0 53.5 100.0 

石炭I~~ I ・i 111;i  

砂利・砂・石材l;;l M 1 96・; l ; | 

石灰 石 I46 
その他の非金属鉱 I52 

1.3 
0.3 

0.9 
46.9 

100.0 
100.0 

97.7 
52.8 

鉄 6
2
 

4
5
 

鋼
3.1 
1.1 

90.2 
78.5 

6.7 
20.4 

100.0 
100.0 

機
au
の
4

4
a官

ro
械

75.4 
98.1 

100.0 
100.0 

1.3 
0.8 

23.3 
1.1 

セメシト
46 
52 

3.3 
1.0 

100.0 
100.0 

0.9 
0.5 

95.8 
98.5 

石 油 製 品 146 0.7 87.2 12.2 100.0 
52 0.4 92.8 6.8 100.0 

そ の 9.7 12.4 77.9 100.0 
52 5.4 17.4 77.2 100.0 

資料 『貨物地域流動調査』

最後に，以上でみた高知発，着貨物(内航海運)の合計トシ数のろち実際に高

知県の内航海運業者がはこんだものと思われる貨物の割合をみてみよ弐その

割合が特に高いのは，石炭・鉄鋼である。ところが，石灰石，セメシトは，高

知県特有の品目であるにも拘らず，その割合が非常に低いことがわかる。(表

2-17) 

(3) 実際に高知県のオペが支配している船がはこんでいる貨物のうち約弘は高知県以外の

県から高知県以外の県へはこぼれているが，ここでは，との部分も含めて考える。
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表 2-17 内航海運高知発着貨物に占める高知県内航海運業の分担率

品 目 |高知県発着貨物計[霊知県内雲海運業霊| 構 成 比

総 貨 物寸つ両r:Y I 287万トシ|一つ8%

石 炭 2 2 

砂 利 ・ 砂 ・ 石 材 30 2 

石灰石，その他非金属鉱 973 176 

鉄 鋼 47 36 

機 械 3 

切セ メ シ 246 17 

石 泊 製 ロロロ 118 。
そ の {也 202 54 

資料) 高知県発着・貨物計は『貨物地域流動調査J (昭和52年)
高知県内航海運業者運送量は『高知県実態調査J (昭和55.2)

2-5 高知県内航海運の短期的変動と長期的動向

(1) 短期的変動

100 

6 

18 

76 

。
7 

。
27 

内航海運全体が，短期的に景気の波の影響をちけやすいことは以前から指摘

されていることであるが(図2-3)，高知県の場合，特に貨物船が多し かっ

図 2-3 輸送量指数，輸送活動量指数，鉱工業生産指数(昭和40年=100)

350 

300 

A 、」ー〆イン

250 メ¥-/:
I，J 、、/"

ング'
200 

f 

d-
一一一輸"'量指数
一一一軸迫活動量指数
ー σ一鉱工業生屈指数

一 一一一一昭和 404142 4仁<< g • a g o w n .q 
世科;運輸符食料
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221 高知県内航海運の現状と課題(1) -35ー

運航委託船が多いことから，よりいっそう景気の波をかぶりやすいものと思わ

れる。貨物船は特殊船にくらべて，単独品目の貨物をはこぶ能率がわるいた

め，荷動きが少なくなると，貨物船の貨物からさきにカットされる傾向があ

る。また，景気がわるくなると，オペレーターは，定期用船を運行し，運航委

託船の方には荷物をまわすことが少なくなる状況が出てくる。さらに，貨物船

の船腹過剰は，他にくらべて多いようであるので，ますますお互いに運賃を押

し下げる傾向が強くなる(図2-4)。これは，まさに， 不況の波をかぶりやす

い中小零細企業が日本経済においてクツ乙/ョン的役割を果たしているのと似て

いる。内航海運の大規模業者でさえも，荷主である大企業にくらべれば，中小

企業的性格をもっているのである。

図 2--4
現有船腹最

一 一 一 一 一一ーの時系列
旭丘町低単

150 

一一一一合 計
一一一貨物船
一一ー油送船
一一一 一セメ ント 船
一一一 特殊タ ンク 船

110 

140 

130 

120 

100 

90 〉

80 
阻如00 47 48 49 50 51 52 53年

資料) r述輸白書J. r日本海運の事li5/..!. 運輸省資料

(2) 長期的動向

つぎに，内航海運の長期的動向をみてみよろ。

内航海運業(ここでは貸渡業を中心に考える)の収入は，運賃である。支出

は，船員費と燃料費と支払利息が主な項目であり，残りは，その他経費と利潤
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(これをRとする〕 であるカミら， つぎの等式が成立する。

輸送トンキロ×トンキロあたり運賃=船員数x1人当たり賃金

十石油消費量(AfJx石油の単価+借入金×利子率十R

両辺を輸送トンキロ×トンキロあたり運賃で割ると，

1一船員数人当 たり 賃金一一 x ' ー

輸送トシキロハトンキロあたり運賃

+石油塑豊呈 石油の単価
輸送トンキロ.トンキロあたり運賃

十借入金 利子率
-一一一一一一一一一一一一一ー→~ー @ ーー一一一ーザーーー一一一 日時四ー一一一一一一一一
輸送トンキロ トンキロあたり運賃

+R  一一
輸送トンキロ xrンキロあたり運賃

222 

(1) 

(2) 

今回の高知県内航海道実態調査でわかった貸渡業の運賃収入に対する割合は

つぎのとおりである。 (表2-18)

表 2-18 運賃収入に占める各費目の割合(貸渡業J

資料)

人 件 費 28労

燃 料 費 23%

支払利息 9労

その他経費 25労

借入金償還額 15~ぢ

計 100必

r高知県内航海運実態調査』

借入金償還額の15%を加えると， ほぼ運賃収入 100%に一致する。つまり利

潤は零というととになる。

さて，よ式での各変数についての昭和田年の指数値(昭和40年=1とした全

国数値)は， つぎのよろである(表2-19)。
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-37.-高知県内航海運の現状と課題(1)

内航海運業に関する各種指標の指数値

(昭和40年=1とした全国数値)

表2ー19

223 

2.80 

2.11 

0⑩ 78 

6.68 

3.46 

4.10 

輸送トシキロ

トシキロあたり運賃

船員数

1 人当たり賃金

石 油消費量

石 油の単価

トンキロあたり運賃，石油の単価のみは，昭和54~三，
他は昭和53年 (表2-20，~表2-.26参照)

注)

はじめに， (2)式の右辺の第 1項を考えてみる。

円

d。o
n
6
7
1
 

ハ
0
7
1

6
一2一金

金
賃

貸
一
り

り一た
た
一
あ

山コ一ロ
人
一
キ

1
一ン

これは，賃金の上昇に比して運賃があまりよっていないことを示しであるが，

ている。

このよろな事態に対して，内航海運業者は，労働生産性を上昇させることに

よってきりぬけよろとしている。

一賃
金
一
運

賃
一
り

か一た
た
一
あ

当一ロ
人
一
川×

 

同一一
船
一
蜘

0.78 6.68 
=一、一一一日-一一-x -一一一一一一一一一2.80 ハ 2.11

=0.279 x 3.17 =0. 88 

(労働生産性zdr359)

つぎに， (2)式の右辺の第 2項を考えてみる。

石 油単価 4.10 
=一一一一一一=1.94

トンキロあたり運賃 2.11 

運賃をよげられないという状ζ こでもまた，石油価格の上昇にもかかわらず，

況があり，輸送トンキロあたりの石油消費置も

3.46 
一一=1.24

2.80 
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と上昇しているので，全体として燃料費がますますかさみ，

1.24 x 1.94=2.40 

倍になっ亡いる。

以上のような結果から考えると，

燃料費の割合は

0.28 一一一一..0.318 . 0.88 ヲ

0.23 
一一一一一=0.096
2.40 

昭和40年頃には， 人件費の割合が

224 

であると考えられるので， 人件費の割合と燃料費の割合の合計は，約41%であ

ったものと考えられる。ところが，現在(昭和54年〉 では， 51%であるから，

この14年間で， ほぼ109ぢポイシ?の増加を示したことになる。もしも，支払利

息， その他経費の割合に変化がなかったものとすれば， 昭和40年ごろには10%

の利潤を得ていたのに， この14年聞にこれが 0%になってしまったということ

を示している。

(3) 労働生産性の動向

労働生産性は， この14年聞に. 3.59倍になったことは前述した。

以上を， もう少し補足すれば， つぎのようになろう。

ここでは， 労働生産性をつぎのよろに分解して考えてみよろ。

輸送トシキロ~噴送ヒと主旦ー・壬~.---.:霊堂ι
-Jtli:}-r夜一一 GjT 隻数'船員数

2.80 1.27 0.57 
3.35=一一一・一一一一・一一一←1.27 -0.57 0.78 

=2.20 x2.23 x 0.73 

労働生産性を上昇させるために，内航海運業者は，総トン数あたりの輸送ト

ンキロ即ち輸送効率を高め， 1受あたりの総トン数即ち平均船型を大型化し，

1隻あたりの乗組員数を減らす努力をなしてきたものと考えられる。

はじめの，総トン数あたり輸送トンキロは， さらにつまのように分解でき

る。
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-3.9ー高知県内航海道の現状と課題(1)225 

輸送トシキロ 輸送トンキロ 重量}ン数
総トン数 重量トン数 総トン数

1船あたりの積荷率あるいは船の稼働率を高めることを意右辺の第 1項は，

味し(稼働日数を高め，復荷を獲得する)第2項は総トン数あたりの重量トン

数を高めることを意味する(図2-5)。

D/W/G/Tの 推 移図 2-5

一貨物船についてー

一一一全国

一一愛媛県

高知県O 

比当主

O 
O 

r..J~ へ

0/ 、
，<、

，、--，、
/:  0 

0 /¥  
o 0ィ(----'

o o'¥o /.，-/，: 。 o ~/〆、，

---~----一.2.---戸--一--、

-一〆 O

3 5 

.2 0・

3..0 

2.5 

ー

ー

も

l
i
l
-
i
l
l
i
t
-
-
l
i
t
t

1 5 

O 

1 0 

昭和2930 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54年

資料)全国は運輸省資料

愛媛は『組合資料』

高知は『高知県実態調査』

最後の 1隻あたり乗組員数は，

0.78 
一一一=1.370.57 

であり，全体としては，船型の大型化の影響をうけて，数値を減らすことはで

ぎなかったが，個々の船型ごとの船員数は減少させることができたことがわか
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る(表2-20)。

表2-20 船型別_.~当り乗組員数の推移 単位:入

、ケ竺竺1_-z一 一 一 一 国 一雨量
G/T¥そ到34年お 36 37 38 1 3けω140A14叫 4川 47B153C 1 55 

Z222227131M131民
主芸主主主民主主J21到卦到lj??lJ:~I~~

資料)年次に無印遂輸省資料昭和45年 高知県は『高知県・実態調査』昭和55.2

グ A印運輸省資料昭和46年

11 B印運輸省資料昭和49年

グ C印 『数字でみる日本の海運造船]1979 

226 

注) 昭和34-昭和40，昭和53年は，もっと，細かい区分があるが他の年にあわせる

ため，単純平均でまとめた。 、

A， Bの資料の数字は保有総トシ数が 1，000rン以上のもので， ( )内は保有

総トン数が1，000トシ未満のものである。

Bの資料の*の墳の区切りは5，500である。

高知県の第一階層は 200t未満のものである。

(4) もっとも，との数値1.37は異常に大きい。昭和52年の共同解撤で木船の数が相当に減

少したとともあり，~数の大巾な減少がみられるととに注目したい。
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227 高知県内航海運の現状と課題(1) --41-

表 2-21 貨物輸送量の推移(全国〉

貨物輸送還
年 度

シ

昭和40年 806億トシ 179，654千トシ
41 887 キロ 201，576 
42 1，036 243，265 
43 1，088 262，744 
44 1，340 323，101 
45 1，512 376，647 
46 1，570 387，415 
47 1，759 434，179 
48 2，076 574，835 
49 1，924 501，361 
50 1，836 452，054 
51 1，943 457，571 
52 2，023 469，693 
53 2，120 502，657 

資料) 運輸省資料

表 2-22 内航運賃の推移

ーノ数己
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資料) 運輸省資料， W'日本海運の現況j， r運輸白書』
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表 2-23

年

乗組 員数 の推 移

次|全国|四 国

昭和40年 69，532人 17，560人
41 64，658 18，337 
42 64，553 23，278 
43 66，037 25，385 
44 69，297 24，901 
45 67，863 30，169 
46 66，691 26，338 
47 65，615 25，049 
48 62，318 26，850 
49 62，880 25，221 
50 64，771 22，815 
51 60，581 21，172 
52 56，386 19，952 
53 54，186 19，555 
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表 2-24 船員給与の推移 (全国)

年
定期給与月額 (3) 

次
きすまる給っ与て支給

100~500G/T未満 500~1000 G / T未満

昭和35年 215百円
36 咽 242 
37 275 
38 4帥 1 300 
39 338百円 375百円 336 
40 377 395 357 
41 431 465 421 
42 486 515 454 
43 551 561 509 
44 641 665 596 
45 744 784 698 
46 865 924 819 
47 1，012 1，055 907 
48 1，149 1，245 1，153 
49 1，818 1，846 1，552 
50 2，027 2，088 1，887 
51 2，222 2，348 2，178 
52 2，303 2，491 2，318 
53 2，384 

資料) (1)， (2Jは運輸省資料
(3)は『船員労働統計』から内航海速について推計したものである。

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



229 高知県内航海運の現状と課題(1) -43ー

表 2-25 石 油消費量の推移(全国)

(単位 T'W 

年次|人重品 IB 重油 Ic 重出|ーヲー
昭和40年 680 958 243 1，882 

41 
42 950 956 356 2，262 
43 1，124 1，092 348 2，565 
44 1，360 1，248 485 3，093 
45 1，772 1，518 704 3，994 
46 2;195 1，736 906 4，837 
47 2，037 1，865 613 4，515 
48 2，237 2，193 778 5，208 
49 2，374 2，660 1，244 6，278 
50 2，422 2，842 1，484 6，749 
51 2，733 2，582 1，659 6，974 
52 2，705 2，386 1，792 6，883 
53 2，443 2，188 1，881 6，512 

資料) r運輸経済統計婆覧J (運輸省情報管理部)

表 2-26 木船と鋼船の隻数及びG/T (全国)

G/T 隻 数
年 次

計 | 木 船 i鋼 計 | 木 船|鋼A日、 船 s 船

G/τ G/T G/T 隻 安 t差
昭和401:1三 3，016 891 2，125 19，750 15，355 4，395 

41 2，943 782 2，161 18，769 13，236 5，533 
42 2，706 645 2，061 16，692 11，020 5，672 
43 2，880 607 2，273 16，503 10，441 6，062 
44 2，979 527 2，452 16，122 9，242 6，880 
45 3，302 539 2，763 15，771 8，648 7，123 
46 3，559 480 3，079 15，950 7，973 7，977 
47 3，731 466 3，265 15，844 7，841 8，003 
48 3，640 446 3，194 15，835 7，941 7，894 
49 3，726 430 3，296 15，408 7，247 8，161 
50 4，069 401 3，668 16，127 6，904 9，223 
51 4，136 377 3，759 15，942 6，650 9，292 
52 3，993 337 3，656 15，552 6，280 9，272 
53 3，870 194 3，676 11，532 2，613 8，919 
54 3，842 183 3，659 11，310 2，495 8，815 

資料)運輸省資料
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表 2~27

第53巻第2号 230 

木船鋼船の隻数およびG/T (四国，高知〉

年 次

昭和40年
41 
42 
43 
44 
45 
46 
47 
48 
49 
50 
51 
52 
53 
54 

鋼 木船 船

知
一

T

一
高
一

/
'
寸
I
l
l
-

G

一
国
一

一
四
一

一
知
一

u

数
一
高
一

一
ヨ
一
隻

邑
乙
一

E
こ

1
0
6
6
2
2
8
9
7
0
7
1
3
1
7

J

E
印
刷
印
刷

mwwwwwwω

ぉ
ω

一
知
一
川
加
制
民
的

ω…
山
崎

m
m
M
九
日
目
白

ω凶

一

一
G

J
パ
9
H
A
A
A
A
J
J
A
A
A
'
Q
W
J
A

-

T
明均一

0
1
8
0
6
1
3
8
9
5
4
3
1
7
8

T

一
-36
一
1
1
1
2
2
3
3
3
3
3
3
3
4
3
3

/
/
-
d
i
e
l
-
-
叶
1
1
1
1
1
1
f
i
l
l
i
l
i
-
-
l
I
J
I
l
l
1
1
1
i
l
l
-
l
i
l
1
1
1
I
I
l
l
i
-
-

G
↑
国
一
川
町
内
初

ω
η
u
u
u
ω
幻
飽
鈎
鈎
幻
乃
弘

一

一

G
7
8
5
4
3
8
6
5
4
4
3
J
8
2
0

一
E
一
0
4
9
9
7
2
6
8
3
1
1
6
8
4
4

-
E
一
9
3
9
4
3
8
5
0
4
5
6
6
5
4
1

l
l
lト
i
l
l
-
「
!
」
戸
h同
h同
h同
v
p
v
p
h
m
h
H同
μ同
H向
Hhμ
同
伴
M
汁
同

μ

一
知
一
塁
7
7
0
9
5
7
6
2
1
6
4
6
6
0
6

一
一
生
d
3
3
5
5
7
8
9
0
0
8
8
8
9
8
7

数
一
高
一

1

1

隻
一
国
一
隻
η
H
H
日
日
刊
凶
幻

ω
n
u日
M
M
U
白
川
叫
貯

一
一

7
8
9
0
2
4
6
7
7
8
7
7
7
6
5

一
E
一

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

ちを G/T
285 1213，724 
257 1187，796 
226 1166，846 
185 1142，804 
161 1131，781 
135 1120，525 
117 1107，025 
108 1104，720 
100 1104，036 
82 I 92，502 
79 1 85，255 
72 I 75，990 
59 1 66，634 
35 1 46，482 
34 1 39，361 

G/T 
23，770 
20，904 
19，117 
16，314 
14，675 
12，706 
11，254 
10，785 
10，108 
7，429 
7，355 
6，425 
5，213 
3，934 
3，988 

資料) r四国海運の現状』

表 2-28 一隻あたり総トン数の推移

ρr::I 、 計 木 船 鋼 船
年 次

全国|四国|高知|愛媛 全国|四国 i高知|愛媛 全国|四国|高知|愛媛

G/TI G/T G/TI G/T G/T G/T G/T G/T G/T G/T G/T G/T 
昭40年 153 113 107 191 58 58 83 78 484 377 289 395 
41 157 141 111 246 59 66 81 77 391 397 314 453 
42 162 161 135 284 59 65 85 80 363 416 365 477 
43 175 179 150 335 58 64 88 79 375 424 345 509 
44 185 200 174 343 57 64 91 81 356 422 353 506 
45 209 218 200 372 62 67 94 86 388 410 364 512 
46 223 234 208 385 60 65 96 84 386 408 345 509 
47 235 245 237 394 59 65 100 87 408 411 382 509 
48 230 255 247 404 56 66 101 89 405 426 392 526 
49 242 264 254 428 59 67 91 94 404 413 409 541 
50 252 281 254 455 58 69 93 99 398 428 406 555 
51 259 295 250 458 57 68 89 100 405 439 384 544 
52 257 308 304 469 54 71 88 104 394 436 436 549 
53 336 354 362 490 74 79 112 109 412 454 471 554 
54 340 384 387 511 73 97 117 111 415 459 508 574 
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231 高知県内航海運の現状と課題(1) -45ー

表 2-29 内航海運主要品目別貨物輸送量(実数〉 単位:万トシ

l全 国|高知発|高知着

総 貨 物
昭和46年度 43，116 1，126 246 

52 55，226 1，263 358 

石 炭
46 2，272 。 4 
52 1，422 。 2 

砂利・砂・石材
46 3，485 72 5 
52 5，540 25 5 

石 の灰非金 石
46 5，505 643 49 

その他 属鉱 52 11，420 873 100 

鉄 週間
46 5，603 34 22 
52 5，718 19 28 

機 械
46 1，774 9 6 
52 1，990 3 。

セ メ シ
46 2，511 119 22 
52 3，698 201 45 

石 油 製 ロロロ
46 14，264 。 91 
52 16，602 。 118 

一一
そ の 他

46 7，702 249 47 
52 8，836 142 60 

資料) ~貨物地域流動調査J

図 2-6 県別発貨物の県内純生産

に対する関係(昭和52年度)

図2-7 県別着貨物の県内純生産

に対する関係(昭和52年度〉

ン
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県内純生E

itl *は作V，¥( 師に毘聞がある)， 0は高知県

県内純生且:

te) .は弁県( 部に盟問がある)， 01立高知県
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図2-8

第53巻 第2号

499型総トシ数当り建造船価の推移

-貨物船についてー

万f'J/GII 

60 

50ト 一一一全!主l
。高知

40 

30 

20 

10 

/ 

昭和1行口πr寄404π24口口口口口8495口了5おss4liア
資料)全1>1は運輸省資料(公IJ1J島市船建造由剖面)

高知は『史的調査A

図 2-9 石油価格指数の推移 (昭和40年=100)

昭 和35年
36 
37 
38 
39 
40 
41 
42 
43 
44 
45 
46 
47 
48 
49 
50 
51 
52 
53 
54 

60 180 300 420 

¥L 
資料)r卸売物価指数J (日本銀行統計局)

注)Aj宜泊と B重油の価格指数の平均

121..9 
106.1 
95..1 

102 2 
97 2 

100 0 
98.4 
96.4 
97.9 
90 7 
91 4 

106.3 
106 5 
116 5 
230.0 
292..0 
332.1 
346..0 
320..8 
409.7 

232 
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233 高知県内航海運の現状と課題(1) -.47ー

3. 高知県内航海運業の財務分析

3-1 内航運送業(オペレーター)

3-1-1 企業規模一資本金，支配船腹量，従業員数一

高知県の内航運送業の企業規模を示す指標として資本金，所有船腹量，支配

船腹量，および従業員数が考えられる。

表3-1からわかるよろに資本金は1・2号オベレーターの平均が 1，715万円，

3・4号オペl/ーターの平均が1，288万円で，県タトオベレーターの平均 41，320

万円と比べて24分の l以下と非常に小規模である。

そのことは全国の結果と比較すればより明白になる。全国の資本金の平均は

1号業者が31，333万円 2号業者が13，468万円 3号業者が 3，678万円 4号

業者が3，947万円であ2。支配船腹畳も，表3-7C1松平均 l号芳ぺνーターが

23，558 G/T， 2号-2，789G/τ3号ーし242G/τ4号-800G/T) と比べる

と県内の業者の支配船腹量は 1・2号業者の平均が2，784G/T， 3・4号業者

は657G/Tとかなり小さいことがわかる。また従業員数も表 3-8 (1社平均

l号-124人， 2号-33人， 3号-19人 4号ー13人〉と比べると 1• 2号業者が

全国の平均と比べて特に小規模である。所有船腹一星については内航二法で規定

された基準をみたしていない業者が多く，法律と現実との翠離が大きし、。

全体的にみて，高知県の内航運送業者の企業規模一一資本金，所有船腹量，

支配船腹量，従業員数一ーは小さし県内の荷物を中心に事業を営んでいると

いえよラ。

次に具体的に内航運送業と他の事業との兼業の割合をみてみよろ。高知県の

内航運送業者で内航運送業以外の事業を兼営していないのは 1社の例外をお

いてない。

(5) 県外オペレーターというのは，高知県内のオーナーが用船されている県外の用船者会
体の平均をとったものである。

(6) r内航海逮企業経営状況J(昭和52年度)による。
(7) 例外の1社は協業組合でオペレーターの機能を営むためにのみ作られた組合である。
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そして兼営事業の内容は沿岸荷役，港湾運送業，陸上運送業，砂利採取販売

業などが主なものである。

内航運送業と兼営事業の投下資本の比率および収入の割合は表3一丸表3--3

に示したとおりである。これらの表から言えることは投下資本の割合でも，収

入 の 割 合 か ら み て も・ 2号オペレーターは内航運送業が事業の中心であ

り，兼営事業は;副次的である。これは前述の支記船腹量(表3-1)の大まさか

らも了解できることである。逆に 3・4号オペレーターは兼営事業が中心であ

り，内航海運業は二次的であることが投下資本の比率，収入の割合および支配

船腹量の少なさなどから窺い知ることが出来る。

3-1-2 経営成績と財務状態

1・2号オペレーターおよび 8・4号オペレーターそれぞれの 1社平均の営

業損益(年間)は表 3-4に示す通りである。この表から言えることは，県内

の 1・2号オペレーターの運賃収入は 3・4号オペレーターの1.7佑(1社平

均17，055万円)，取扱手数料は 1・2号オペレーターの 1社平均が2，256万円9

8・4号オペレーターの平均は約41万円である。このよろに1・2弓オベレータ

ーは 3・4号オペレーターに比べて支配船腹量が断然多く，海運事業の割合が

高いため海運業利益も 3・4号オペレーターの約 6倍(5，288万円)を得てい

る。 1・2号オベレーターと 8・4号オペレーターの経営成績・の差は歴然とし

ている。ただし全国平均と比べると・ 2号オペレーターといえども規模は

小さい。(全国の詳しい数値は表 3-9，表3-10，表3-11，表3-14，表3-

43を参照。)

次に財務状態をみると，表 3-5，表3-6，表3-12，表 3--13のとおりであ

る。これらの表から言えることは海運業そのものが産業構造的に特定不況業穏

に指定されたりして業績がよくなし高知県の場合は全国平均よりも零細であ

(8) 全国の専業のオペレーター数は276社，兼業のオペレーター数は219社であり，高知県
の場合は専業4社，兼業4社であり，全国の傾向とほぼ似ている。(との数字は「内航
海運企業経営状況J(昭和52年度)によるもので， r専業」というのは，内航海運業収
益が営業利益に対して707ぢ以上のもの， r兼業」はそれに満たないものを言う。〉
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るため非常に苦労し℃いる様子がうかがえる。ただ高知県は全国平均と比べる

と流動比率は 130と高く，固定比率は245，負債比率は 665と全国平均と比べる

と低く，健全ではあるが規模が小さいことも事実である (表 3-42を参照)。

内航船舶貸渡業(オーナー)3-2 

企業規模3-2-1 

高知県のオーアーの企業規模を(1)地区別， (2)船種別， (3)調達形態別， (4)用船

(5)用途別， (6)用船形態別に考察する。先別

オーブーの企業規模を示す指標として(1)資本金， (2)船舶の調達価格

(うち借入金額)， (3)船舶の船型(GjTおよび DjW)，(4)船令， (5)船員数および

(6)用船者の支配船腹量 (DjW)をとっ℃考察すると次のとおりである。

その際，

(
l
i
l
i
-
-

地区別企業規模(1) 

地区別の企業規模は表3-16のとおりである。

地区別にみてみると，資本金，船舶の調達価格，船型，船令の面で宿毛地区

下回・土佐中部(須崎〕地区の!瞭になってい高知中央，が最も優れており，

これは宿毛地区が愛媛県の南予地区と地理的に隣接しており，南予地区がる。

高度成長にうまく乗ったのと同じ経過を宿毛地区がたどったためと思われる。

それに対して高知中央は大企業を中心にした中央の元請オペレーターに用船さ

れているオーナーと地元の小規模のオペレlーターに用船されている業者が混在

しているため規模は宿毛地区の半分位で，下回・土佐中部(須崎)地区は地元

オベレーターに全てのオーナーが用船されているため最も規模が小さい(表C

-3参照〉。 なお表 3-16のちち，Gjτでは高知中央地区と宿毛地区の比率が

h 

'--

れは宿毛地区の船令が 7.4年に対して高知中央地区の船令が12.6年からもわか

るように，宿毛地区は新造船が比較的多く(表C-2参照)，従って最近の船

1 : 1. 4であるのに，DjWではそれが 1: 1. 9とその差が大きくなっている。

舶は船腹調整による規制のため，GjTは大きくできないがDjWを大きくするこ

とにより合理化をはかつてきている現状を反映している(図2-5参照〉。

表Cについては付記を参照。(¥)I 
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(2) 船種別企業規模

船種別の内航船舶貸渡業の企業規模は表 3-17のとおりである。

船種別には，船舶の調達価格，GjT， DjWでみても鋼船がはるかに大きし

船令も若心木船と鋼船の差は歴然としている。すなわち，高度成長期に愛媛

県の業者を先頭にして「木帆I船→小型鋼船→中型鋼船→大型鋼船」へと順次買

替大規模化をしていった内航海運業界の事実と符合する。すなわち上述の過程

は内航海運業者が成長発展していくためには必然的なもので，規模を拡大する

ためには鋼船化が必要であったことを物語っ℃いる。遅れながら鋼船イじをたど

ってきたのが高知の鋼船のオーナーの現状である(図 2ー 1参照〉。そのため上

述の 6つの指標からも鋼船を所有している業者の企業規模ははるかに大きいと

いえよう。(船種別損益表， 3-24，表3-25を参照)。

(3) 調達形態別企業規模

調達形態別の企業規模は表 3-18のとおりである。

この表からわかるように新造船による調達の方が購入による場合より一段と

規模が大きいといえる。たとえばそのことは DjW，用船先の支配船腹畳，所

有船舶の船令によくあらわれている。また船腹の大きさも船腹の調達価格が新

造船の方が購入の場合の約 3倍， GjT， DjWとも約 2倍，船員数も 2倍と新

造船による方がはるかに規模が大さいことがわかる。

(4) 用船先別企業規模

用船先別の企業規模は表 3-19のとおりである。

県内の 1・2号オペレーターに用船されている業者は，県内 8・4号オペレ

ーターに用船されているオーナーに比べてかなり規模が大まい。例えば DjW

で約 2倍強，その他の指標でも企業の内実は堅実であることがわかる。しかし

県外オペレーターに用船されている業者と比べた場合，やはり企業規模は確実

に小さい。 DjW指標で約弘弱である。県外オペレlーターに用船されている業

者をより詳細に検討してみると，一般貨物船より専用船を所有している業者の

企業規模が大きく，定期用船。航海識により用船されている業者が運航委託

船の業者よりやや大きいと言える。
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(5) 用途別企業規模

用途別の企業規模は表 3-20のとおりである。

表からわかるよろに， 専用船を所有している業者は船型(G/T，D/W)，用船

者の支配船腹量からみても大きく，所有している船舶の船令も若L、。ただ高知

県では専用船の割合が弘と愛媛県の弘と比べて非常に少なit
(6) 用船形態別企業規模

用船形態別の企業規模は表 3-21のとおりである。

表からわかるように，定期用船・航海契約で用船されているオーナーの資本

金，船型等は運航委託船の約 2倍であり，所有船舶の船令も若く用船者の支配

船腹量も 2倍以上である。 このことは定期用船の場合には，年間水揚げが安定

しており企業経営の安定にもつながるとともに，用船者のオーアーの要求も一

。
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〈
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no 
(1) 損 益

高知県のオーナーの経営成績を (1)地区別， (2)船種別， (3)船型別， (4)船令別

(5)調達形態別， (6)用船先別， (7)用途別， (8)用船形態別に分類検討すると次のと

おりである。

① 地区別損益

地区別損益計算表および損益関係比率は表3-22および表3-23のとおりであ

る。

地区別の企業規模でも宿毛地区が断然大きかったように，売上高，営業利益

日目 航海契約とは，月潤の航海数が用船者により保証されている運航委託契約であれ形

式面からすれば運航委託船なのであるが，実質的には航海数が保証されているため，

月聞の水揚げがほぼ安定している。したがって，本調査では高知県内航海運の実態

(実質)を知りたかったので定期用船と同等とみなした。なお高知県で航海契約とい

う形態で用船されているのはこ隻のみである。

詳しくは「愛媛県の内航海運の現状J(次号掲載予定〉を参照。

オーナーの月間の経営成績は， 1979年11月から12月にかけての 1ヶ月を蕊準とした。

以下同じ。

日1)
(12) 
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の両面からみても，宿毛地区がそれぞれ817万円， 217万円と断然大さし高知

中央区，下回。土佐中部(須崎)地区の煩になっている。 D/Wあたりの利益も

宿毛地区上493円/月，高知中央 1，089円/月，下回・土佐中部 971円/月とや

はり宿毛地区が勝っている。また損益関係比率をみても，宿毛地底は売上高利

益率が高知中央の約1.5倍，下回・土佐中部地区の約2倍強で，原価の構成では

定期用船が多い吉弘燃料費は極端に少ないが，船員数が 7.0人と多く，船舶

購入時の借入金も 18，362万円と多いため，船員費，支払利子が他の地区に比べ

て多いこi とが目立つ。例えば船員 l人当り費用も宿毛地区は約33万円，下回・

土佐中部地区約26万円，高知中央地区約20万円と格差が大まい。これは，大型

船が比較的多いため，法律で規定された船員を乗せなければいけないためであ

る(表 2-23参照)。また，支払利子が宿毛地区で127.9万円と特に大きいのは，

新造船の割合が高く，その際に金融機関等からの借入金が18，362万円(1社平

均)と，高知中央地区の7，220万円，下回・土佐中部地区の1，885万円と比べて

非常に大きいためである。それは，借入金償還額の多さにもうかがえる。

② 船種別損益

船種別の損益計算表および損益関係比率は表3-24および表3-25のとおりで

ある。

これらの表から，船種別の損益は一隻あたりの絶対額でみても，損益比率で

みても，木船と鋼船の差異は一目瞭然であることがわかる。すなわち売上高利

益率，労働生産性ともに鋼船の方が良く，燃料費率も錦船の方が小さい。ま

た， D/Wあたりの営業利益も，木船826円/月，鋼船1273円/月と鏑船の方がす

ぐれている。これは，高度成長の過程で，木船から小型鋼船，そして中型・大

型鋼船へと買替していくことが，オーナーにとっ-c有利であったといろ事実を

財務的にも示している。

U3) 表C-4を参照。それによると宿毛地区は， 11安中10隻が定期用船である。
(凶借入金の償還額と営業利益との関係についての分布は，表C-ll参照のこと。
(15) とのことは，愛媛県の内航海運がラまく高度成長に乗ったのに，高知県の業者はそれ

に乗り遅れ，現在のよラな格差がついた大きな原因になっている。詳しくは「愛媛県

の内航海運の現状」を参照。
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239 高知県内航海運の現状と課題(1) -53-

@ 船型別(重量トン)ば立

重量トシ別の損益計算表および損益関係比率は表3-26および表3-27のとお

りである。

これらの表から言えるととは船型が大型化するにつれて収益，費用とも増大

しているが，損益関係比率(とりわけ利益率，船員費比率等)からみると適正

規模があることがわかる。このととは，DjWあたり営業利益をみても 1-300

DjWl土全て木船であるので別にすれば，400-500DjWの営業利益が， 1，418 

円jDWであり ，1，500-2，000DjWの営業利益は， 1，682!IlDjWであり， 営業

利益がとくに高い。すなわち，199Gjτ 400-500DjW，と49!1GjTーし500-

2，000DjW，が内航船舶の適正規模であることを明示している。 このことから

もGjTはそのままでDjWを大きくし，船舶の購入，あるいは新浩船により 199

GjT型から499GjT型への乗り替えにより， 71<楊げの上昇l仁努めてきたことが

うなづかれ三?

④ 船令別損益

船令別の損益計算表および損益関係比率は表3-29および表3-30のとおりで

ある。

高知県の船舶はそれぞれ経済船12隻(17，256DjW) ，不経済船26隻 (22，814

DjW)，老朽船23隻 (12，532DjW)の計61隻である。

船令別の損益は，経済船(船令 7年未満)，不経済船(7年-14年)，老朽船

(14年以上〉との聞には，歴然たる差がみられる。すなわち，営業利益でみる

(16) 総トシ数 (G/T)と重量トシ数(D/W)との関係は，表C-18参照のこと。総トシ数
別の損益も計算できるが，重量トシの方が，船の実際の水揚げにより密接に関係して
いるため，および，紙幅の関係上省略した。

(17) 経済船型として内航海運総連合会は，表3ー胞のような経済船型を発表している。な
おとれは現在の経済船であれ現在は， G/TとD/Wの比は約 1 3であるが，以前
の古い船舶はそれ程合理化されなかったため，比率はそれより低い。高知県の場合も
平均415G/Tに対し， 862.3D/Wと約 1:2の比率である。愛媛県の場合は， 1:2.2， 
である。とれは，愛媛の内航海遂の船舶の船令が若いためであるn

側内航船舶の平均総トン数 (G/T)と重量トシ数 (D/W)の関係ゐ推移は，図2-5の
とおりである。
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と，経済船の営業利益を 100とすると，不経済船は 33，老朽船はげであり，

DjWあたり営業利益でみると，経済船100に対して，不経済船 47，老朽船46で

あり ，DjWあたりの生産性から言えば，不経済船も老朽船も経済船の半分以

下であり，ほぼ同じである。このことは，不経済船も者朽船も営業利益から判

断すると，ほぼ生産性が罰じであり，経済的理由等から経済船を購入すること

が困難である高知に老朽船の多い要因であろろ。

⑤ 調達形態別損益

船舶の調達が購入による場合と新造船による場合のそれぞれの損益および関

係比率は表3-31および表3-32のとおりである。

DjWあたりの購入と新造船による営業利益を比較してみると，前者は1，185

円/月，後者は1，293円/月であり ，DjWあたり 100円の差がある。また営業利益か

ら借入金の償還額を差し引くとむしろ購入の方にプラスの残がある。このこと

は高知の業者が船舶を調達する場合，愛媛県などに比べてかなり購入によって

いる割合がかなり高いことの理由である。すなわち愛媛県の場合には中央の大

手オペレーター(中央の大手荷主と密接な関係がある)の系列下に入っている

ため，経営が安定しており，新船を建造することが色々の面で有利であった。

それに対して高知県の場合，オペレーター(従って荷主も)の規模が比較的小

さし新船を建造してもそれに要した資金を安定的に回収するめどがオーナー

に立たないため，どうしても船令の古い，安い船価の船舶の購入に依存する割

合が高くなっている。

⑥ 用船先別損益

用船先別の損益計算書および損益関係比率は，表3-33および表3-34のとお

りである。

用船先別にみると，売上高は県外オペレーターに所属し，専用船等をもって

いるものが最も多い。しかし，営業利益でみると，県外に用船されている船舶

は，用船形態，用途別にかかわらず， 150万円から200万円の閣で，県内業者に

用船されている場合に比べ，約 2倍以上である。それに比べて，県内の1・2号

間詳しくは「愛媛県の内航海運の現状」を参照のこと。

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



241 高知県内航海運の現状と課題(1) -55ー

オペレータに用船されているオーナーは，営業利益は約78万円と半分以下であ

り3・4号オペレーターに用船されている業者は約23万円とさらに悪L、。 DjW

あたり営業利益も，県外オペレーターに用船されているオーアーに比べてかな

り低し、。

また，損益関係比率も県外オペに用船されているオーアーは，売上高利益

率が県内のオぺに用船されているオーアーの約13%に比べて20%近く非常に高

い。又，費用のうち燃料費は，県外オぺに用船されているオーアーは県内のそ

れの約半分であり，コスト函で大きなちがいが出ている。

⑦ 用途別損益

用途別(一般貨物船か専用船か)の損益および関係比率は，表 3-35および

表 3-36のとおりである。

用途別には，専用船の水揚げ，営業利益ともー船貨物船の約 2倍であり，自

己資本利益事は 9.8%(一般貨物船は 6.9~ぢ)と高く，売上原価，燃料費率が

11.5労(一般貨物船21.7%) と特に低いのが目立っている。一般貨物船も専用

船もともに，営業利益のほぼ全額が借入金の償還にあてられている。このこと

は，専用船は水揚げも大きいが， 船舶の購入価格も一般貨物船の 2.4倍であ

り，船舶購入時の借入金も2.5倍と大きいためである(表3-20参照〉。

@ 用船形態別損益

定期用船(航海契約を含む)と運航委託による損益および損益関係比率の差

異は，表3-37および表3-38のとおりである。

DjWあたり営業利益は， 定期用船・航海契約の場合は 1，254円/月であり，

運航委託の場合は 1，248円/月で， ほとんどかわらない。営業利益の両者の差

67万円は，ほぼ燃料費の差である。すなわち，定期用船の場合は，燃料費は用

船者持ちで少ないが，船員費が44タ~ (売上原価の)を占め，支払利子率も15%

と 2つで費用の59%を占めている。運航委託の場合には，燃料費はオーアー

持ちであり，燃料費が27~払船員費が287ぢ，支払利子が10% と 3 大費用で65

%を占めている。特に，運賃(あるいは用船結jが，固定的であるため，今回

のように重油の急激な値上りのあった場合には，その影響は大きい。パンカー
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ズ・サーチャージ (banker'ssurcharge)などでカバーしているが，追いつか

ないのが実情のようである。

(2) 運賃(用船料)と資金繰り

次に，運賃あるいは用船料およびその支払方法と運転資金の資金繰りについ

てみてみよろ。

運賃および用船料の現状は，表 C-25のとおりである。運賃は，DjWあたり

7，800円/月で，用船料は5，500円/月である。

運賃あるいは用船料の支払方法の現状は，表 3-40のとおりであり，手形支

払の場合のナイトは，表 3-41のごとく，平均 3.6ヶ月と手形による支払の割

合が高く，又サイトも長い。そのため，運転資金の資金繰りも，手形割引に依

存する割合が高いようである。

(3) 設備資金

造船価格あるいは購入価格の地域別分布は，次のとおりである。

高知中央は平均8，833万円，下回。土佐中部は 2，571万円，宿毛は2億1，326

万円で，高知全体の平均は l億367万円である。また購入あるいは造船時の資

金の借入先払船舶整備公団で 9件，政府系金融機関で34件，市中銀行で17件

その他15件となっている。すなわち商工中金などで借りられる信用保証協会の

融資枠が 5，800万円なので，購入価格約 l億円との差額の借入れには，大変苦

労しているのが現状でおる。

購入あるいは造船価格と借入金の関係は，表 C-27のとおりである。借入金

の平均は， 8，617万円であり， うち自己資金は 1，750万円である。すなわち，

借入金比率(一一畳一ムー金一)は8鋭とさわめて高い。借入金の年間償還
1購入あるいは造船価格/

額も，平均1，336万円となっている。利子の支払も年間平均約700万円と，燃料

費の値上りとともにオーナーの経営を圧迫する大きな要因となっている。営業

側 なお，定期用船・航海契約のD/Wあたり用船料は 5，479円/月であれ運航委託の

D/Wあたり速貨は7，803円1月である。詳しくは表C-25参照のこと。

。1) 重油価格の値上り状況は表3-39のとおりである。なお内航海運業者が使っているの

は主にA，B重油である。

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



l
t
e
E
t
i
s
-
-
t
f
p
a噌
B+av

243 高知県内航海還の現状と課題(1) -57-

利益はそのまま借入金の支払に当てられているのが現状であな。

3-3 内航海運業の財務問題

高知県の内航海運業の財務問題も他の問題と同じく高知県の産業および日本

の内航海運における高知県の地位に起因している。すなわち高知県から移出さ

れる貨物は原材料のような重量物が中心で，機械類のよろな高付加価値の荷物

が少ないため運賃が安心したがって水場げも少ない。又高知県発の貨物に比

べ高知県着の貨物は，約 4分の lと片荷になっている(表 2-29参照)。

そのため，オペレーターの場合は，やむをえないとはいえ，全国と比べると

兼業の割合が高く，将来の高知県の内航海運のためには，考えさせられる問題

である。

次にオーナーも，企業規模が小さし一杯船主が全体の94%と非常に多く，

船令も古く，専用船も少ないため水揚げも上がらない。しかも，船舶の購入に

は，自己資金に比べて借入金が法外に大きいため，元金と利子の支払いに四苦

八苦し，船舶の減価償却，船員の退職給与引当金の積立等も，充分には行なわ

れ℃いない。

また昨年の第二次オイノレ・乙/ョックにともない，諸物価の値上り，とりわけ

石油価格の高勝に比べ，運賃の値上げが充分に行なわれないため，内航海運業

の財務を大まく圧迫している原因になっている。

(22) 全国との対比は表3-42，表3-43を参照のとと。
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高知県内航海運業の企業規模 (1社平均)

従業員数(人)
支配船腹量 l 

(D/W)I 
所有船腹量 ! 

(G/T)I 資本金(万円)
一一一~一一ー 企業規模|
業者の種類一一一ー一一|

28 5，126 693 1，715 県 内 1・2号 業 者

27 1，297 50 1，288 県 内 3・4号 業 者

28 3，212 371 1，501 者業内県

478 

なお県外業者平均というのは，高知県の内航船舶貸渡業が所属している県外内航

運送業者の所有船腹蓋および支配船腹量の平均をいう。

mm一
業

一
事

斗
比
一

，A
土単

一
営

合

兼

割の本資下投の業送還航内県知十両表 3-2

内航返送業~ 事業名|
業穣一一~一一|

25 75 1 ・2号 業 者

72 28 3 ・4号 業 者

45 55 企業者平均

表 3-1

34，971 4，274 41，320 者業

注)

外県

(単位:~万〉

兼営事業

高知県内航運送業の収入の割合表 3-3

内航運送業ヨ云こ!!:l
9 91 1 ・2号 業 者

72 28 3 ・4号 業 者

40 60 会 業 者 平 均
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(単位:万円)
」一一一一~ オ〈レータ -11_ t) 8 ..-}. -，，-0 

項目 一一1

1・2号オペ
1

3・4号 オ ペ

I 海 運 業損益
1.海運業収益
1.運賃
2. 貸船料
3. 取扱手数料
4. そ の 他

益損業，~j' 
1二3表 3-4

10，639 
0 
41 
0 

10，680 

16，395 
0 

2，256 
6，719 

長

t
f
;
'
b
f十
vjob-ibbbも
P
}
b
h
t
f
a
b
ι
t
'
hト
伊
川

25，370 

613 
9，164 

n
U
《

U
A
U
句
4

0
0
 

9，864 11，664 

816 13，706 

2. 海運業費用
1.運航費
2. 借 船 料
3. 船舶経費
船員 費

その他の船舶経費
4. 船舶減価償却費
5. その他

560 
1，495 

4，738 
869 
418 

3，584 

海運業利益

益
用

益
収
費

損
業
業

業
事
事

事
の
の

の
他
他

他
の
の

の
そ
そ

そ
4

・
晶
の
φ

πι 

3. 

10，685 
9，893 

3，559 
11，301 

792 7，742 ム

益
資

益
利
理

損

管
業
業
般

事
一

門憎口昌白
噌
.
.
 
品
由
内
λ

彊
1，608 
1，551 

5，964 
4，673 

57 

W 営 業 外損益
1 . 営 業外収益
2. 営業外費用

V 経 常 損益
VI 特別損益
1.特別利益
2. 特別 損 失

1，291 

273 
1，147 

417 

益手リ業営

1，342 
1，347 

当期損 益 | ω( 
1979年1月1日から12月31日までの1ヶ年の1社平均である。

VlI 

注〉
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-60ー 第53巻 第2号

表3-5 貸借対照表 (1・2号オペレータ -1社平均)

盟生:)J rg) 

資 産 の 部 11 負 債 及 び資本の部

科 目|金額 11 科 目 |金 額

流|現金・預金| 丸21411 同|支払手形| 叩 3

望|受取手形 1 1，3871 閣時期借入金i 280 
l 未収金 7，694 11 行宮| 払金|
i i1;37811負 i差!その他 lI，197

産 | 合 計 lm 7 3 11 同|計 | 1o，507

国 i有 形 周 定 資産 4，840 11 固 l長期借入金 4，658
定|無形固定資産 19 11 1"" I iE I引 当 金|
資 ! 投 資 11ml川崎 iその他 i250
産 i 合計 6，46o 11 川J'tl 計 6，995

合計 17，502

資|資本金 1，715
当期純利主主 347
その{il1 I 569 

I1本[合計 2，631

資 産 合 計 I 20，133 11 負債及び資本合計 20，133 

246 

注〉 なお，財務関係については，オペレータ -8社に追加調査をしたカら 1・2号オ

--:， Vーター 4社からは回答があったが 3・4号オペレーターからは回答が得ら

れなかったため，損益計算表の一部および貸借対照表については 1・2号オペレ

ーターのものしか作成できなかった。営業利益の当期純利益412万円と貸借対照

表の当期純利益 347万円とが合っていないのは調査票の回答がそラであったため

である。

表3-6 高知県内航運送業 (1・2号業者平均〉

(1) 損益関係比率

純利益対総収益

純利益対営業収益

営業利益対営業収益

総資本利益率

総資本利益率(利子支払前〉

自己資本利益率

(単位:%) 
1.44 

1.64 

5.09 

2.07 

6.41 

自己資本利益率(利子支払前〉

15.85 

49.07 

(2) 財務関係比率

自己資本対総資本

流動資産対流動負債

固定資産対自己資本

固定資産対長期資本

負債対自己資本

(単位，:%)-

13.07 

130.13 

245.53 

79.02 

665.22 
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247 高知県内航海運の現状と課題(1) -61ー

表 3-7 業種別資本金別内航遂送業者数および使用船腹量(全国〉

(単位G/r) 昭和54年3月31日現在

ぷiU----竺空別 号 号三 号四 号離島航路 特定航路 河川湖沼 ノ口丸 J十

業者数 2 11 18 6 7 14 58 

なし(個人) 使用隻数 。 48 46 8 7 14 123 

使用船腹 。7，765 7，130 1，507 1， 975 629 19，006 

業者数 2 35 80 136 8 16 277 

1千万円未満 使用隻数 28 467 691 464 14 28 1，692 
使用船腹 12，541 1ll，266 115，124 84，878 2，329 6，525 332，663 

1千万円以上 業者数 54 88 55 63 4 9 273 

使用隻数 829 819 322 394 6 12 2，382 
5千万円未満

使用船腹 496，518 223，404 56，369 85，807 1，074 2，535 865，707 

5千万円以上 業者数 24 8 10 11 1 54 

使用隻数 388 71 77 47 1 584 
1億円未満

使用鉛腹 253，984 24，596 12，975 7，096 230 298，881 

1億円以上
業者数 67 16 8 4 1 3 99 

使用隻数 1，826 147 57 12 1 4 2，047 
5億円未満

使用船腹 1，403，796 42，962 10，560 1，649 137 1，021 1，460，125 

5億円以上 業者数 11 3 2 16 
使用隻数 309 93 4 406 

10億円未満
使用船底 415，797 18，858 1，226 .435，881 

業者数 19 5 1 1 1 27 

10億円以上 使用箆数 424 68 2 2 2 498 

使用船脱 1，587，194 16，908 2，300 270 2，559 1，609，231 

業者数 177 157 165 235 19 37 14 804 
"μ h、 計 使用隻数 3，804 1，665 1，197 969 29 54 14 7，732 

使用船腹 4，169，830 437，994 205，093 188，056 5，047 14，845 629 5，021，494 

資料出所:運輸省

表 3-8 業種別内航海運従事者数(全国〉
(52年8月1日現在)

運1送号業
2 号

運3送号業 運4送号業 航離 島路 特定 河川
小計 許賞授可業 属迷送業出 届貸液量出 取扱業 合計運送業 航路 湖沼

役貝数 1，299 655 616 107 59 103 11 3，440 6，911 624 319 1，619 12，913 

f>l<民数 9，332 2 2<18 1，219 1，069 131 86 0114，085 5，241 770 399 5，飴926，164 

海員数 12，363 1，820 I，m 1，510 231 283 1511'7，693 33，794 3，026 1，969 -156，482 
従業貝

予備日数
内訳

2，495 115 48 35 8 12 01 2，713 2.617 166 55 -/ 5，551 

全従業員数 22，994 4，723 3，306 3，286 421 412 16135，218 45，946 4，420 2，687 '7，631 95，902 

従l社業平1I均数 124 33 19 13 22 12 1 43 s 3 3 11 10 

突事業者数 185 145 171 248 19 38 15 821 5，669 1，404 916 ω1 9，491 

注〉 1. 52年 8月1日に実施した内航海運業実態調査に基づくもので，本調査に報告
のあった実業者数9，491業者の内航海運従事者を集計対象とし，兼業部門の
従事者数は除外した。

2. 役員と海員とを兼ねている者は， 海員として集計した。
資料出所運輸省
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-62ー 第53巻第2号 248 

表3-9 内航海運企業の経営状況〈全国〉

損益状況の推移 (1) 
(単位:千円)

hい費目年実、¥ 酬 48年度 昭和 49年度 昭和 50刊 酬 51年度 昭和口柑

富業収益 百業収益 営業収益 詰業収益 目業収益
1社平均に対する比 1社平均に対する比 1社平均に対する比 1松平必1に対する比 1社平均 に対する比

道 業 収 益 392，355 100 % 457，644 100 % 560，273 100 % 497，088 100 % 497，861 100 % 

出業費用 368，251 93 9 432，055 94 4 54'7，111 97 7 480，019 96 6 476，018 95 6 

話 業 損 益 24，104 6 1 25，589 5 6 13，162 2，3 17 ，069 3 4 21，843 4 4 

i;1業外収益 13，299 3，4 10，347 2 3 13，759 2 5 15，704 3，2 11，878 2 4 

自 業 外 費 用 27，377 7，0 25，931 5 7 30，960 5 5 31，407 6 3 25，720 5 2 

経 常 損 益 9，956 2，5 10，005 2 2 ム 4，040ム o7 1，366 o 3 8，001 1.6 

当期未処分損益 1，512 0.4 3，697 o 8 6 8，950 ム1.6 617，782 636 ム 6，9086 14 

調査対象会社数 975 971 944 922 1，060 

注)本表は，海運業収益70%以上の年 1回決算会社の 1社平均である。

(次表以下同様) 資料出所:運輸省

表 3-10 

¥ ¥ ¥  年度
、¥ 

¥ ¥ 

費目 ¥¥  

営 業 収 益

海 運 業 収 益

営業費用

海運業費用

営業損益

営 業 外 損 益

経 常 損 益

税引前損益

内航海道企業の経営状況(全国)

損益状況の推移 (2) 

5 2 

1 社平均|をます九昔

253，602 100.0労

252，376 99.5 

242，444 95.6 

216，233 85.3 

11，158 44 

ム 8，997 ム 3.5 

2，161 0.9 

4，079 1.6 

(単位:千円〕

5 3 

1 社平均|を5J12益
265，244 100.0労

263，727 99.4 

252，823 95.3 

225，254 84.9 

12，421 4.7 

ム 9，092 ム 3.4 

3，329 1.3 

1，722 0.6 

注) 1. 営業収益のうち海連業収益が70%以上の年一回決算会社の1社平均である。

2. 52年度数値に引き続き， 53年度数値について54年7月末までに報告した事業

者 (187社〉の集計である。

資料出所:運輸省
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-63-高知県内航海運の現状と課題(1)249 

内航海運企業の経営状況(全国)表 3-11 

(単位:%) 

52 51 

1.61 0.27 

4.39 3.43 

1.82 0.28 

6.86 6.05 

18れ 76

70.73 

4.04 

86.77 

損益に関する比率の推移

50 49 48 一一一一一一 年 度 |
区分 一一~一一一一!

ム2.19 2.54 経常損益対営業収益

5.59 6..14 営業利益対営業収益

ム2引492.46 率益総資本利

7.82 7.17 (利子支払前〉ノノ

ム23.99 

75.25 

24.70 

72.09 

自 己 資 本 利 益 率

(利子支払前)

崎
地
一

相川川一}白

幸
山

3
4

支一十一資
益一損

一
総

常一

益
一
本
経
一
一

損
一
手
、
一
一

蹴
一
料
品

一i
I
I

ふ
れ
μ

一

一

支

率

子

益

利

手小本

H

資総1. 

ノノ

注)

息師
一
本

支
一
資

和
一
己

損
一
子

益
一
本
開

i

損

資

産

常一己
経一白一一率益ーか・本資己向

同2. 

資料出所:運輸省

11 (利子支払前)
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表 3--12 内航海運企業の経営状況(全国〉

資産・資本構成比の推移

主主| 48 49 50 

流動資産

資 産 構 成 l固定資産

( 有 形資産〉

繰 延資産

250 

流動 負 債 44.14 39.98 43.72 45.66 39.11 

固定 負 債 45.91 49.63 47.60 47.37 51.19 

負債・資本構成 (長期借入金) (37.65) (37.82) (36.75) (37.68) (41.79) 

自己 資 本 9.95 10.39 8.68 6.98 9.70 

(資 本 金〉 (6.16) ( 6.20) (6.94) (6.97) (6.71) 

調 査 対 象 会 社数 噌ム勾
4

0
3
 

凶| 判明。
資料出所:運輸省

表3-13

協
一
必

国

の

一

一

会

率

一

度

一

況

る

一

一

状
す
一
年
一

鶴

間

一

一

の
一
本
一
一

i

i

:

 

出
町
一
一

海

資

一

醐

一

(単位:%) 

50 I 51 I 52 区分

固 定 比 率 固定資産/自己資本 535 628 746 568 

固定長期適合率 固定資産/(自己資本+固定負債〉 100 93 97 96 90 

自己資本比率 自己資本/(自己資本+負債) 10 10 9 7 10 

流動比率 流動資産/流動負債 98 108 103 105 114 

負債比率 負 依/自己資本 905 862 1，053 1，333 931 

調 査 対 象会社数 間「叫叫叫 Mω

資料出所:遂輸省
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ω
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一

1
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3

8

1

9
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3

5

1

の
業
一
道

業
連
一
選

企
海
「
|
|

運

航
海

内

航内

均

(単位:千円)

扱[貸波|平

高知県内航海遂の現状と課題(1)

営 業 収 益 3，179，322 790， 

営業費用 3，058，436 769， 

営 業 損 益 120，886 20， 

営 業 外 収 益 50，406 18， 

営 業 外 費 用 107，138 28， 

経 常 損 益 64，154 10， 

特別利益 63，825 13， 

特 別 損 失 60，800 14， 

税 前 損 益 67，180 10， 

前 期 繰 越 ム 61，078 ムム
当期未処分損益 ム 26，089 ムム

~業種|運送1号項目 ~下三-~、| 勺

表 3-14

251 

判例
資料出所:運輸省

96| 1，060 

均

資流動資産 1，260，115 281，793 300，543 76，554 66，615 65，093 196，454 

間定 資 産 1，071，340 217，772 233，308 49，758 85，730 174，627 242，121 

(有形資固産定) ( 878，698) (176，543) (210，883) (43，865) (77，855) (158，913) (210，100) 

産 繰 延 資 産 1，270 1，029 2，174 272 1，104 1，410 1，288 

(単位:千円)

渡|平

数

内航海運企業の経営状況(全国)

内航海道業業種別資産・負債・資本状況(弓2年度)

瓦旨弓手|運送1号|蹴2号|巡送時|選出号 i取扱|貸

ネ土

表 3-15

i，332，m |肌 5931恥悶|臥悶|肌ω[24リ 914仰 62

172，026 

146，805)1(183，833) 

14，095 

225，180 

42，656 

61，186 

165，848 

計

負債i1，067，577 249，025 261，769 64，581 64，656 

負債 998，028 196，310 167，275 42，227 81，428 

入金)
(750，151) (159，348) (114，995) ( 34，459) ( 62，037) 

本 267，119 55，258 106，980 19，777 7，365 

Z金〕 (117，004) ( 31，149) ( 29，367) ( 9，085) ( 10，092) 

動

定

期

借

流

固

頃

資

法

負

債

・

資

本

13，845)1( 29，523) 

ドム725 日ゅ31531印 51126，悶| 臥ω124日 9[43ゅ，862

資料出所:運輸省

計

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



252 第 2号第53巻- 66ー

模規業人
』二5.l1] 区地表 3-16

均

1，413.8 
10，367・3
8，616.9 

414.9 
862..3 
12，， 2 
5.2 

14，503.4 

10 58 

平毛

2，354.7 
21，325.7 
18，362.1 

558.8 
1，452.9 

7..4 
7.0 

19，812.9 

宿l下回・土佐中部!
一 一 一 ー 地区|
項目 一一一一一一一|

資 本金(万円)
船舶の調達価格(万円)
(うち借入金(万円))
船舶の総トン (G/T) 
船舶の重量 fン (D/W) 
船 舶 の 船 令 ( 年)I 
船員数(人)I 
用船者支配船波長 (D引 T)I 

業 者 数 | 417  

1，014.3 
2，571.4 
1，885ド 7

238..3 
454，， 3 
17恥 7
2，6 

1，375.3 

高知中央

1，252ω5 
8，833.0 
7，219.7 

406，， 9 
777..6 
12 6 
5..1 

14，298.5 

模規業人
斗工二別種船表 3-17 

均

1，413.1 
10，367.3 
8，616.9 

414.9 
862，， 3 
12.2 
5.5 

14，503.4 

平

1，553..9 
12，162.8 
10，167，， 3 

467.4 
981.7 
10勺8
6.1 

15，995.8 

船鋼瓜山
，M1
e
I
J
 

695.0 
1，210..0 

710.0 
147.4 
253.0 
19.5 
2..4 

2，813..2 

型戸J 木

資 本 金 ( 万 円 )
船舶の訓遠価格(万円〉
(うち借入金(万円))
船舶の総トシ (G/T)
船舶の重量トン (D/W)
船 舶 の 船 令 (年〉
船 員 数 ( 人)
用船者支配船腹畳 (D/W)

61 51 業 者数 10 I 

均

C〈G((E万万/円円円T))) 〕〉

1，035.8 1，857.8 1，413.1 
4，800.0 16，928.7 10，367.3 
3，443.9 14，713..6 8，616.9 

286.1 566..7 414..9 

D /((年W 人
573.2 1，203.0 862..3 
15.1 8.8 12..2 
3.7 7.5 5.5 

最(D/W) 3，333..2 29，073.2 14，503.4 

平

模

資本金
船舶の調達価格
(うち借入金
船舶の総「シ数
船舶の重量トシ数
船 令
船 員 数
用船者の支配船腹

船

規

造

業企

入

5.l1] 態

E誇

形遥

0-----型空白

調表 3-18 

61 28 33 数者業
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-67ー高知県内航海運の現状と課題(1)253 

模

-----~\、 用船者[県内|県内|県外オぺ|県外;;fぺ|県外オペ県外オペ|

項 i¥¥ベb・2213・竺I(玉城)1(鉛広)1(線鶴)暗壁)1平

君舶の事達価審 j雪印|!:i2fi，ZLL;:223ぷ;;;;
(うち借入金 (万円))15，375 ..011 ，577 .8112，891.. 6;18 ，818..1 
船舶の総トシ (G /T)I 376.91 175.. 71 46251 733.2 
船舶の重量}シ (D /W)I 752.91 345.. 61 1， 176.1! 1，362.7 
船 舶 の 船 令 (年)1 13.~ 17.~ 10.~ 5.9 
船 員 数 ( 人)1 4.61 2.31 5.81 10.1 
用船者支配船腹量(D/W)15，126，011，297.0120，108..0

1

49，710・7

均

2，053.011，612.01 1，501.3 
17，796.2119，057.5111，334.3 
15，508.4115，470.51 9，429.3 

605.31 506.51 438.1 
1，278..21 1，194.81 918.8 

8.~ 8..21 11.8 
8.01 6..71 5.7 

26，890.1156，254.2116，497.7 

6 I 54 19 11 

規業

14 

〈 ¥

』二JJIJ 

9 

者船

20 

用

業者数

表 3-19 

!
i
i
l
 

模規業入
』二JJIJ 途用表 3-20 

均

1，309.1 
7，712..2 
6，264“8 

359.5 
787.4 
13.7 
4..5 

6，828.6 

1，413ゅ 1
10，367.3 
8，616..9 

414..9 
862.3 
12.2 
5.5 

14，503.4 

平専用船その他

1，732..1 
18，509..3 
15，829.9 

584.9 
1，091.8 

7.5 
8.5 

35，883.1 

一般貨物船EE-~竺」
資 本 金 ( 万 円 )
船舶の調達価格(万円)
(うち借入金(万円))
船舶の総トシ数 (G/T)
船舶の重量トン数 (D/W)
船 舶 の 船 令 (年〕
船 員 数 ( 人〉
用船者の支配船腹登山/W)

61 46 数者業

模規業人
斗LJJIJ f謹形船用表 3-21

均

1，413.1 
10，367.3 
8，616.9 

414，9 
862.3 
12.2 
5.5 

1，4503.4 

平

1，080..6 
7，143.5 
5，571.1 

324.7 
665.2 
13.9 
4.2 

9，378.5 

委航進
定期用船・
航海契約

2，002.6 
16，082.2 
14，016.3 

574.9 
1，211.6 

9.2 
7.6 

22，959..6 

~下一旦竺竺i
問
問
山
川
町
糾
軒
ぃ
N
制

万
万
一
汁
/
/
(
(
れ

(
(
万
G
D

は

(

(

(

珪

金
格
金
数
数
令
数
腹

価
、
ン
〉
}
獅

吾
一
ノ
、

L
I恥
航

路

同

本
れ
借
舵
一
闘
の
員
一
一

の
ち
の
の
自
者

向

口

白

μ
内
口
d
問
点
、
ヤ

品
刷
出
向
巴

3
'
A品
川

品

川

川

商

品

川

資
船
日
船
船
船
船
用

61 39 22 数業 者
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表 3-22 地 区別損益計算審

一~一一 一 ¥ "，. kn .-M rh ¥-':-r:n. ..L .I+- .-M~\ 項目一一ーと|高知中央|下回・土佐中部|宿 毛有一均

売上 576.9 332.0 817.3 599.1 

売上 燃船迩船 体 料航保員 険

103.8 109.0 25.5 89.5 
39.4 33.0 17.7 34.7 

175.3 67.4 234.0 176.2 
37.0 15.0 56.4 38.6 

修理 35.4 17.0 57.1 37.8 
26.8 11.0 27.6 25.4 

その 19.6 6.4 49.6 24.0 

価 支そ の 13.6 13.2 4.5 11.8 
払 利 45.3 16.0 127.9 58.1 

1!iコ 計 496.2 

営 業 flj 益 80.7 217.0 I 102.9 

借入金償還額 84.7 104.8 

業 者 数 41 10 58 

注〉 支払利子は営業外費用であるが，ととでは営業費用と営業外費用を峻別する必要

があるとも思われないので，便宜上売上原価に対応させている。
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255 高知県内航海運の現状と課題(1) -69.-

表 3-23 地 区 i.llj 損 益 関 係 比 率

三三三:一丘町高知中央[ヲ.:1:竺型1Ií竺l~竺-
自己資本利益率
売上高利益率
売 上 高 対 売 上 原 価 比 率
売 上 原 価 燃 料 費 率
売上原価船員資率
売上原価支払利子率

自 己 資 金 比 率!

船員 1人あたり労働生産性 l
(万円)I 

6.4 
14.0 
86.0 
20.9 
35.3 
9.1 

546.4 

64.3 

注〉 損益関係比率等の内容は;次のとおりである。

1. 

2 .. 

3. 

利益
自己資本利益率=百己責瓦十×

利益
売上高利益率=元王一首X 100 

売上原価
売上高対売上原価比率Z35王づ喜一×

4.3 
13.3 
86.7 
37.8 
23.4 
5.6 

374.5 

53.2 

4. 
機う陰1費

売上原価対燃料費比率つむ原百X 100 

5. 

6. 

船員資
売上原価対船員資比率=ヲ言王扉百一X 100 

支払利子
売上原価対支払利子比率ァ一一一一一一X 100 

売上原価

9.2 
26.6 
73.4 
4.2 
39.0 
21.3 

719.4 I 
86.6 I 

購入価格あるいは造船価格
7. (船舶調達時の)自己資金比率=一一一一-~-i3資金 ー

付加価値*
8. (船員一人あたり)労働生産性一一一一一一一一船員数×

7.3 
17.2 
82.8 
18.0 
35..5 
11. 7 

*付加価値の内容は営業利益十人件費+船員資+金融資用+減価償却費である。

なお，内航船舶貸渡業では船員費，燃料費と並んで支払利子が支出の三大構成要素であ

り，支払利子の大小が経常的な企業業績に大きな影響を与えるので比率分析に入れた。い

わゆる金融費用率にあたるものである。詳しくは，松本雅男妻子『経営分析.s.干倉寄居

昭和42年.98-99頁参照。
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(単位:万円)一一

| 平 均

高知県内航海運の現状と課題(1)

脅2平益損日リ穏船

-70ー

表 3-24

売

体 上保航料員

179.5 718仙 O 641.1 
燃 56.9 100.9 94.6 

7でまE2 迩 9.6 40.2 35.8 

船船
49..8 210.4 187.4 

上 険 2.5 47.3 40.9 
修 理 11.9 47.3 42.2 

原 庖費(会 件 18.8 27.3 26.1 
の 1.9 31.7 27.4 

価 そ の 2.3 13.3 11.7 
支 払 手IJ 5.1 74.8 64.9 

531.0 

110.1 

111，， 3 

61 

7.8 
17.2 
82..8 
17，， 8 
35.3 
12.2 

船鋼船種-i~ (il!¥ 

項目 一一一一一一|木船|

593.0 158.6 計A 
t=I 

125.0 20.9 益京j業一一
一一入

営

13.1 

10 

額

数

選償

業 者

金イ昔

(単

点王一一一一 *仁戸J 木 船 | 鋼 船 |平

別損益関係比率穏政占表 3-25

8.0 
17.4 
82.6 
17.0 
35.5 
12，， 6 

3.0 
11.6 
88.4 
35.8 
31.4 
3.2 

自己資本利益率
売 上 高 利 益率
売 上 高 対 売 上 原価比率
売 上 原 価 燃 料費率
売 上 原 価 船 員資寧
売上原価支払利子率

591. 7 609.8 242.1 

70.6 71.7 39旬4
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レ
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w

一

型
一
町
一

船

一

一

、]一一
4

一一
。。一一日同

表一一
一
項

売 上 質草高胞
203.4 253.2 413.3 
67.0 61.1 88.7 

売上 巡船船 体 航保員 険

9.6 16.4 18.8 
56.6 58.4 108.8 
2.2 12.6 33.1 
9.0 18.4 31. 7 

23.0 13.5 24.1 
2.0 11.4 9.3 

価そ の 1.4 7.0 5.8 
支払利 5.0 17.0 31.4 

合 計 1丙示.7135~雨示;;~I …吊iil云31. 0

王 E7杢 E互切百万三竺1_~~2三子j_~10.~
借入金償還額 1 10・01 33.31 6701 88.91 93.2134吋 236.71111.3

業 者 数 5101 111 131 121 71 31 

表 3-27 船 型別 (D/W)損益関係比率 (単位:%) 

訂「-JZPoolで4d50J2UiAE配認内部iil有

皇克売主 上主!上主高原軍i対主ラ価需右も燃要上tF原料品併主費比主率率霊
4.3 4.4 7.7 6.3 6.9 10.5 8.3 7.8 

13.6 14.8 14.9 12.3 13.7 23.6 25.1 17.2 
86.4 85.2 85.1 87.7 86.3 76.4 74.9 82.8 
38.1 28.3 25.2 19.2 1.4 12.3 17.8 
32，2 27.1 30.9 43.0 28.5 41.5 35.3 
2.8 7，9 8.9 8.9 9.2 26.5 7.3 12，2 

自 己 資 金 比 率

蕗~1天あたり労働生産性
(万円)

D/Wあたり営業利益(円〉

回一亙1-476.2]925:;1い|ふ雨34.fw1.7

い0.1157.51 “61 56.41 62，，41 95.71 90.31 70.6 

而判明71ω|叫叫 1，6821 1，29911，277 

表 3-28 経済船型

;ι「M
199 700 

299 1，050 
499 1，600 

ω9 2.100 

9993，000 

資料出所:内航海運総連合会
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-72- 高知県内航海運の現状と課題(1) 258 

表 3-29 船令別損益計算書
(単位:万円〉

~-竺と1 *-4~ 1 4~.7 1 7-11 111-14114-20 120-321平均

1347.5 781.0 555.7 387.1 421.5 641.1 
114.0 54.3 31.8 126.6 88.1 101.5 94.6 
69.2 11.5 12.7 45.3 30.6 35.3 35.8 

366.3 203.3 360.2 151. 7 111.2 101.7 187.4 
74.2 64.0 42.7 42..9 21.3 23.2 40.9 
97.7 47.5 57.8 35.9 21.8 38.0 42.2 

原 居 費 { 人 件 32.0 43，， 0 59.0 18.6 11.5 34..0 26.1 
その 92.0 36.2 33.0 19.6 10.2 13.0 27.4 

価その 16"2 9.7 39.0 6.4 7.5 8.0 11. 7 
支 ナム ;fIJ 子 209“5 144.0 38“。 38.4 29.6 29.5 64.9 

ρEコ、 昔t~1m司 間 2¥ 制 4¥ 531.0 

営 業 手IJ 益| 110.1 

借 入金償還額| 111.3 

業 者 数| 6! 18! 61 

表 3--30 船令別 損益 関係 比率

五てヨ乞(官官|い7 ¥ 7-11 ¥1司戸市三f子均

Z皇売上E呈高5対言1売語3上器原京i価f比2事率
12.1 12.1 10.0 
20.5 29.8 13.7 
79.5 70.2 86.3 
10.6 8.9 4"7 
34.2 33.1 53.4 

23.5 5.6 

自己資金比子判[一…:4.司司 -竺そ生竺』
霊鰻星1人あたりち伊F点 邸吋7¥ 山 31 ぬ

←酎向wあたり 蛍業勾?悪~\~刈訓刈筋胸叫01 明| 祁捌刈0¥ l 

6，6 4.8 6.1 7.8 
12.7 14.3 8.8 17.2 
87.3 85.7 91.2 82.8 
26.1 26.6 26.4 17.8 
31.3 33.5 26.5 35.3 
7.9 8.9 7.7 12.2 
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造

売 上料航員保 高費費資斜f費他他t 

413.4 885.6 641.1 

売 燃淫
90.2 99.3 94.6 
27.2 45.0 35.8 

上 船船修 体 険
111.1 269.4 187.4 
26.9 55.9 40.9 
25.9 59.7 42.2 
17.7 35.0 26.1 
11.8 44.1 27.4 
7.1 16.7 11. 7 

支そ 払利子 27.5 105.0 64.9 

(単位:万円〉

|平均

531.0 

110.1 

111.3 

61 

船

広司

28 

高知県内航海運の現状と課題(1)

購

調達形態別損益計算書

入一一一一一一一一 調達形態
項目 一一一一一一

表 3-31 

259 

345.6 計メ入
Eコ

67.9 益手リ業営

60.4 額遼償金入借

33 数者業

(単位:%) 

平均

調達形態別損益関係比率表 3--32 

7.8 
17.2 
82.8 
17.8 
35.3 
12.2 

船

8.4 
17.6 
82.4 
13.6 
36.9 
14.4 

造入

6.6 
16.4 
83.6 
26.1 
32.1 
8.。

購
二ここ-ごご 調達形態|

項目 一一一一一一一一|

自己資本利益率
売上高利益率
売上 高 対 売 上 原 価 比 率
売上原価燃料費率
売上原価船員資率
売 上 原 価 支 払 利 子率

591. 7 

玄司
353.4 率

一
蹴
一
川
一
円

比
一
性
。
一
益

F
M
M問】
F

J

H

H

d

金
一
明
山
知

一

日

明

日

出

資

日

り
一J

た

己

江

問

自

取

町
70.6 

1，291 

60.6 

1，185 

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



-74ー 第53巻第2号 260 

表 3-33 用船 先別 損益 計算 。番

て三;?とifiJ15-叩
売売 運燃 上航料員

596.0 210.7 627.6 1107.1 820.8 895.0 669.6 
147.1 55.0 42.7 84.2 36.6 138.0 94.1 
55.1 16.3 8.6 48.9 13.1 68.3 36.5 
141.0 47.5 186.4 388.3 287.7 235.7 195.8 

上総修 体保険 42.5 11.2 47.9 58.4 51.3 56.2 43.7 
34，， 3 15.8 45.0 74.0 63.9 38.2 43.6 
23.0 15.8 27.1 43.0 34.4 33ω2 27..6 
21.1 8.0 29.6 54.9 45.3 26.2 29.2 

価そ の 9.6 5.3 5.5 30.7 16.0 18.5 12.5 
支 払 利 43.8 10.0 84.7 127.3 100，4 113.2 69.1 

1l- 計 517.81185.01 477.51 
蜘 4l 1m48 o4| 五肌:44田 .1

蛍' 業 手リ 益 | 78.21 25.71 197.51 172.01 167.71117.5 

借入金償還額| 75.31 22.51 

業 者 数 i

表 3-34 用 船先別損益関係比率

瓦7J?Elf--iEFERiafi胸躍jj)|宙 1平均

結喜主主龍本J野g霊

自己資金比率|

船員1人あたり労働生産問
(万円)I 

D/Wあたり営業京臨円)1

5.7 4.9 
13.1 12.2 
86.9 87.8 
28.4 29.7 
27.2 25.7 
8.5 5.4 

408.21臥 61

62.21 43.可
1，039河

7.8 10.0 
23.9 17.8 
76.1 82.2 
8.9 9.3 

39.0 42.7 
8.5 14.0 

8.4 
21.0 
79.0 
5.6 

44.3 
15.5 

間平正7

司弓4
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」皇位L互p1)

専用船その他等| 平 均

高知県内航海運の現状と課題(1)

:き伯
叶計益損5J!J 途j有表 3-35

261 

641.1 
94.6 
35.8 
187.4 
40.9 
42.2 
26.1 
27.4 
11. 7 
64.9 

985.2 
93.7 
40.5 

337.9 
51. 7 
65.3 
43.9 
46.2 
26.3 
109.3 

一般貨物船

526.4 
94.9 
34.3 
137.3 
37.3 
34.5 
20.1 
21.1 
6.9 

50.1 

高
貸
出
氏
資
料
代
資
他
他
子

険

件

の

利

料

航

員

保

理

の

上

:

人

そ

払
A
1
r
a
J
1
、

資

燃
辺
船
船
修
屈
そ
支

上

売

て 臼

% 

原

一玄一一一E工一 叫|一五エ下 5幻

| 9 ω 1 初札川.4 I 

額 93.8 I 16竺J
数 46 I 15 I 

価

110.1 

111.3 

61 

(単位:必)

平均

関係比率益損7.l1J 途用表 3-36

専用船その他

6.9 
17.1 
82.9 
21.7 
31.5 
11.5 

益

還

7.8 
17.2 
82.8 
17.8 
35.3 
12.2 

9.8 
17.3 
82.7 
11.5 
41.5 
13.4 

一般貨物船
」一一一~

項 自 ~一一一一一-~一一|

自己資本利益率
売上高利益率
売 上 高 対 売 上 原 価 比 率
売 上 原 価 燃 料 費 率
売上原価船員資率
売 上 原 価 支 払 利 子率

利

償

者

業

金入

'g 

{昔

業

591. 7 

70.6 

1，277 

531.9 

66.1 

1，144 
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641.1 
94.6 
35.8 

187.4 
40.9 
42.2 
26.1 
27.4 
11.7 
64.9 

第 2号第53巻一76ー

態別損益計算書形世占用表 3-37

委

561“2 
128.9 
47.9 
134.5 
35.5 
31.8 
23.0 
18.8 
10.3 
47.9 

航
船
約

764.0 
41.6 
17.1 

269.2 
4q.2 
58.4 
30.8 
40.7 
13.9 
91.1 

用
契

期
海

定
航

ー一一一一一一 用船形態l
項目 一一一一一一一一|

一
品
質
費
費
料
代
費
他
他
子

険

件

の

利

料

航

員

保

理

の

上

z
人

そ

払

A
4
l

，.，、，、
毎
弐

燃
速
船
船
修
庖
そ
支

上

世
[
ん

でまr
7Il 

原

価

531.0 478.6 612.0 計辺、
仁コ

110.1 83.0 152.0 主主利業戸主'"

品

額還f賞金入イ昔 111.3 81.9 156.8 

61 39 22 数者業

笠位よ笠2
平 均

用船形態別損益関係比率表 3-38

7.8 
17.2 
82.8 
17.8 
35.3 
12.2 

託|

7.7 
14.8 
85.2 
26.9 
28.1 
10.。

委航|返
船
約

7.6 
19.9 
80.1 
6.8 

44.0 
14.9 

用
契

期
海

定
航立す二斗塑竺|

自己資本利益率
売上高利益率
売 上 高 対 売 上 原 価 比 率
売上原価燃料費率
売上原価船員資率
売上原価支払利子率

591. 7 

70.6 

452.5 

68.7 

781.3 

71.5 

自 己 資 金 比 率

船員 1人あたり労働生産性
笠 PD
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263 高知県内航海運の現状と課題(1) -77ー

表 3-39 燃 料油価格の推移
(単位:円/Ae)

五扇\~-----I A 重 油 B 重 油 C 重 油

48. 3 10，600 7，400 6，300 
4 11，200 7，700 
9 11，800 8，200 
10 12，800 8，700 6，700 
11 13，700 9，300 7，000 
12 18，200 12，300 10，500 

49. 1 18，700 12，650 11，000 
3 27，100 19，600 17，300 

50. 1 29，300 21，100 18，000 
10 30，300 22，300 19，500 
12 32，700 25，700 22，200 

51. 6 26，700 
10 27，400 

52. 4 23，200 
7 22，600 
10 31，000 27，000 22，200 

53. 1 21，200 
4 29，000 26，300 20，800 
7 19，300 
10 27，000 24，800 17，700 

54. 1 25，000 17，500 
3 29，000 26，500 19，100 
4. 1 29，700 27，200 20，900 
4.16 31，000 29，000 
5 33，000 31，000 
6 38，600 36，600 24，900 
7 28，800 
8 43，000 41，000 
9 47，500 45，500 35，300 
12 56，500 54，500 42，200 

注) 京浜地区大手内航船社の平均約購入価格(運輸省資料)

表 3-40 運賃あるいは用船料の支払方法

¥¥三竺竺l現金のみ|手形のみ 現金 と 手形 不 明

15 26 7 

構成比(%) I 21 25 43 12 

表 3-41 手形の ナイ ト

廿口目白 1 l 唱品世間 1'1 LI 1') z....口れr1.1 <:)L，..ロ 1'1 Ll A .L.o ロ 1'1 Ll 

平 均
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264 第 2号第53巻-78ー

|持|逮送|運送|取扱|貸
1 2号 13吊 14号 1'iA JJ.x. 1 

自己資本対総資本 1 11.75117.09115.76117.211 19.371 4.57113.55 
流動資i産対流動負債 1111.58仰8.331120.621116.58i 110.071 90.911106.91 
回定資!産対自己資本 1420.40凶7.231283.361185.261 227.74川，393.741365.75

刑判固定資産対長期上資本 190.31190.101 82.351 76.59! 89.501 105.43193.55 
宋|負侠対自己資本 1750.92月85.281534.341480.891 416.31臥087.141638.07

回 同 | 自 己 資 本 対 総 資本 111.45111.04119.96115.621 4.801 5.851 9.70 
l引流動ー産対流動負債 1118.031113.161114.811118.541 103.031 106.38:114.20 

~I~I 自主豊富諸島議長|役割3話11221123:211勺:Z11 ，2Z:混同::;
到 煎 | 負 債 対 自 己 資本 |773.291805.931401.051540. 0611 ，983. 5411 ，610.751931.18 

11;;;11M115312131;;:羽 9位以:::
fits131152512?173:3113:割安:3
…・ ~T-~'-l……・~~I …・一I~'~一一γ…一

資料出所 r内航海運企業経営状況J(昭和52年度)

(単位:%) 

渡|合計

(全国)率比表 3-42
内航平均

71ζ三二玄~\腎

係関務財

ヨ長

自己資本対総資本
流動資産対流動負債
闇定資産対自己資本
閲定資産対長期資本
負債対自己資本

A口

会

社

計

よ間E部議議判事童書i 1. 2.吋 2.81! 3.39[ 2.22] 0.34! 1.81 兼 1.2.3712.883.4312.260.351.斜

2.971 3.531 3.991 4.561 3.521 3.721 3.48 
年 1.891 3.621 4.141 5.921 3.521 0.251 2.47 

6.111 7.611 8.431 9.521 7.221 ~.071 6.35 
業 16.21.1826.2534.3718.195.36118.24

51.991 44.561 53.5155.3237.26188.92146.88 

回
1.991 1.361 6.231 1.591 0.401-0.261 1.57 

決専 2.021 1.391 6.381 1.621 0.411-0.271 1.61 
3.80: 2.571 8.361 3.011 3.661 6.361 4.39 

算 2.751 2.201 7.401 2.641 0.511-0.181 1.82 
6.801 6.601 11.471 6.701 5.871 6.511 6.86 

24.021 19.891 37.081 16.881 10.561-3.081 18.76 会「E護E品品ZS持本企書〈利主宥子主iL3i務 15941 59 …曲l回一い 73

社|
1.461 2.161 3.881 3.25'1 2.191 0.201 1.78 

合 1.481 2.201 3.981 3.301 2.221 0.211 1.81 
3.211 3.371 5.361 4.441 3.521 4.321 3.62 
2.161 3.391 5.321 5.661 3.461 0.151 2.35 
6.321 7.45! 9.531 9.301 7.191 4.641 6.44 言「純伊利封益対品総意義収 義主 18.491 21.0つ訓 3C苧6133.121 18.1剖 z:9sI1s:iiili翠霊童話諮問 46:271弱山町1 95 田 10

表 3-43 損益関係比率(全国〉

内航平均 (単位:%) 

7 1一一一一主竺!手考浮き|事考|湾|取扱|貸波|合計

「内航海運企業経営状況J(昭和52年度〉資料出所:

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



265 高知県内航海運の現状と課題(1)

4. 高知県内航海運業経営の特徴と課題

4-1 内航海運業経営の特徴と問題点

4-1-1 内航海運業界の現状

(1) 県経済の規模に制約されている

-79ー

内航海運業はそれ自体で商品を生産する完結的な業種ではなく，第一次産業

および第二次産業の生産品を運送することによって成立する。高知県の内航海

運業は高知県移出入の貨物を主として運送しているため，高知県の経済規模が

小さいことはそのまま内航海運業界の規模を制約し，小さいものにしている。

図2-6は各県発の貨物の県内純生産に対する関係を，図 2--7は各県着の貨

物の県内純生産に対する関係を表わしたものであるが，いずれも県内純生産が

大であるほど，貨物置は大である。高知県は県内純生産が小であるため，発着

する貨物量は非常'に少なL、。すなわち，開業界の消長は県内産業の景気をその

まま反映するものであり，生産部門を担当しないことが弱みとなっている。

(2) 業界規模が小さい

高知県内航海運業界の全国に対する比重は非常に小さしたとえば，全事業

者数では1.5;ぢ，船腹琵では 1%である(表 2-1 ，表 2-2)。また，企業規模

ではオペレーターの平均資本金は県外業者のそれの3.6%にすぎない(表3-1)。

すなわち，個々の企業は小さし全国業界での地位も低い。

(3) 貨物の中央集中，業界再編成に適応できなかった

かつては木材・薪炭等の地元産品および県経済活動に必要な石炭等の移入貨

物の多くが，県内航海運によっ℃運送されたため， 当業界は中央業界へ進出

し，全国的な貨物に目を向ける必要がなしむしろ乗組員の家庭重視を可能に

し，地元指向によって県業界は発展して来た。しかし，中央業界への進出や全

国的な貨物獲得を積樋的に推進しなかったことが，鋼船化を遅らせ(図2-1)，

貨物の大都市間への集中や業界の系列化等の動向に合致しなかったため，現在

の県業界の地盤沈下の一因となった。

(4，) 県経済活動の変化に適応できなかった

県経済活動の変化tとともなって，木材は輸入木材やチップに，また薪炭・石
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炭は石油・ LPガスに代替されて衰退し，海運業もその貨物を失った。かわっ

て，鉱工業の発展とともに，鉄鋼および副原料の移入と製品ないし半製品の移

出およびセメント，蛍石， 蛇紋岩等の移出が海運業界の新しい貨物となった。

しかし，当業界は一部企業が積極的にセメシト運送に取組んだものの結局は大

手業者との競争にやぶれ，後退を余儀なくされている。すなわち従来は出荷者

(第一の荷主)は出荷物の集配を海運業者にまかせていた (C1 F，着岸渡し〉

が，最近では買い手(第二の荷主) とくに大手企業(場合によっては商社)の

カが強く， 工場渡し (FOB)が多くなり， その荷物は買い手の系列運送業者

が引き取りに来るようになり， 自由な競争にはならず，荷物を失っている。す

なわち，経済活動の変化と lそれに伴う運送主体の変容に適応できなかったと言

える。

(5) 地元開発と結びついていない

最近の経済開発は大手企業によって行なわれるものが多く， そlの場合， ほと

んどが系列運送業者が元請となっていわば独占的に原材料，半製品，製品を運

送している。 したがって，地元業者が関与する事例は非常に少し一部を下請

しているにすぎない。たとえば，鳥形山開発で、は某オーアーの 1隻が参加し，

告程度の積出を行っているが，高知港内での運航に限られているため， キロト

シ数にすれば，分担比率はさらに小さくなる。

(6) 下請依存度が増大している

経済活動の変化と大手企業系列元請業者の進出は，荷主一運送業者ノレートを

固定化し， FOB契約のため大口貨物は大手系列業者に集中し， その系列には

いっていない地元業者までは直接まわってこない。そこで地元業者はやむなく

元請業者から下請貨物を獲得し，積荷の維持をはかろうとしているが， それも

大きな畳にはなっていない。またjレートの固定化は新規取引を困難にし，元請

業者の地位を強固なものにするとともに，地元業者の地位を低下させている。
(23) 

地元オペレーターの港 6社への依存率は34%に達している〈表A-6)。

(23) 表Aについては付記を参照。
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267 高知県内航海運の現状と課題(1) - 81ー

(7) 体質改善の機会を失った

機帆船から鋼船への転換あるいは協業化や集約化の必要な時期に，業界には

強力なリーダー乙/ツプをとる人がいなかったため，あるいは資金難や協業ぎら

いから自由放任の形となり，また行政側の指導・助成も十分でなかったため，

体質改善の機会を失い，他県業界におくれをとっている。

4-1-2 内航運送業(オペレ lーター)の特徴と問題点

(1) 荷主との結付きが弱い

大口貨物は系列元請業者の手中にあるが，地元業者はそれらの有力荷主との

結付きが弱い。むしろ，地元オペレーターとしては，系列にはいり貨物を獲得

ないし増大させたい意欲はあるが，支配下の船は老朽船がほとんであり，経済

船が少ないことが致命的となって，実現していない。

(2) 受取運賃が安い

元請業者や中央の有力オペレーターと比べて，地元業者は競争力が弱く，運

賃の高い貨物を獲得できないでいる。また，大口貨物を元請業者から下請する

ため，荷主から直接受ける場合と比べて 6%程度の取扱手数料をとられる。こ

の中間取次がかさなる(荷物ころがし〉とさらに取扱手数料を差引かれること

になる。また，一般的な船腹過剰による過当競争や，復路の空船回避のための

ダンピング等も行なわれている。したがって，地元のオペレーターの受取る運

賃は相対的に低いといえる。また受取運賃には集配，荷役作業の代金も含まれ

ている場合も多く，実質的な海運運賃はさらに低いといえる。

(3) 積荷率がアンバランスである

全航海について積荷率を 100~ぢにすることは理想ではあるが，現実には主要

な荷主の貨物の種類によって，移入貨物が多いか移出貨物が多いかが決ってく

る。地元コオペレーターのほとんどは移出貨物が多いが，移入貨物の多いところ

もあり，いずれにしても上り便下り便の閣のアンバラシス， 日時や季節による

アンバラシスが悩みの種となっている(表 2-29)。とくに問題になるのは空

船であり，一般的には10航海中 3航海ぐらいと推定され，これが運送効率を低

下させている(表B-41)。

側 表Bについては付記を参照。
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(4) 老朽中小型船指向である

コストの面のみからみると大型船の方が有利であるが，本県オペレーターの

支配船は 499GjT(14隻， 42%)や 199Gjτ(17隻， 52%)の中小型船指向が強

く， 500G/T以上は 2隻 (6%)にすぎない(表C-23)。これはオーゴーー側の

資金的な面もあるが，オペレーター側からみると，大型船では効率的な運行が

出来ないためである。すなわち，前述の空船の問題は大型船ほどマイナス要因

となり，完全に空船にならなくても，採算ベースにのるに必要な貨物を確保す

ることが困難なためである。また，外的な制約要因としては荷役能力の限界も

あり，小型船が有利の場合もある。また，船令では 7年未満はわずか 1隻 (3

%)にすきrず， 11~~14年未満が14隻 (42.4%λ14-20年未満が 15隻 (45.5%)

と大半を占め，さらに20年以上が3隻 (9.1%)もあり，老朽船化がいちじるし

い(表C-22)。 経済船をほとんど支配船にしてていない県オペレーターの全

国的に見た地位はかなり低いと推定される。

(5) 経営多角化が進んでいる

海運のみでは経営的に困難になっており，各オペレーターとも重点の違いは

あるが，荷役作業，倉庫，陸送，クレーン車の貸出，代理屈業務等を中心に多

角経営を進め，体質強化をはかろうとしている。兼営事業への投下資本比率お

よび収入比率は・ 2号業者では25%および 9%にすぎないが 3・4号業

者では実に 72%および 72%に達している(表3-2，表3-3)。また，別会社を

設立し，海運無関連分野(例，砂利採取・販売)に進出している例もある。し

かし，各分野とも競争がはげししたとえば陸送ではトラック業界への小規模

での参入はむつかしし荷役作業では荷主が余剰人員をまわし℃直接に自家荷

役を行なうケースも増え℃おり，困難も多い。

4-1-3 内航船舶貸渡業(オーナー)の特徴と問題点

(1) 船主船長が多く，経営者機能が弱い

船主は出資機能(資本を出資し，利潤を追求する〉を担当する所有者，経営

機能〈営業利益の増大をはかり，環境適応等の最高意思決定を行なろ〉を担当

する経営者，管理機能(日常の活動の効率化をはかる〉を担当する船長の 8側

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ
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面をもってし、る。本県の船主は小規模ないわゆる一杯船主 (2杯所有している

のは58船主中 3船主にすぎない，表B-8，表2-6)や船主船長 (58船主中21

船主， 369ぢ;機関長丸乗組員 6を含めれば50%，表B-5)が多く，経営者

機能を充分に遂行することが出来ていない。

(2) 老朽小型船が多い

本県のオーアーは船令10年以上の小型船を購入する場合が多く，現在の船令

は11-20年が 61隻中38隻で 62%にも達している(表C-19，22)。とくに県内

オペレーターに所属しているものは l隻を除いてすべてこれである(表C-22)

中古船は資金面から購入しやすしまた法定耐周年数 (w=n以降も船令20年

程度まで実際に使用でき(船令 21-32年のもの 5隻 8%，表C-19)，それ

だけ有利なためである。小型船は船員が 2~3 人でよく (6 人未満が65.5;;払

表B-3，表C-17)，また現在の高知業界の運送ロットにも適合していて，小

回りをきかして稼動でまるためである。船主の中には新船にかける意欲の強い

者もいるが，資金面の問題と現在のオペレーターからは採算ベースにのる荷物

が確保できないという問題があり，なかなか現実のものとはなっていない。新

造船は中央のオペレーターと結ひザつく以外になく(船令 7年未満のものは25隻

中11隻， 449彰，表C-22)，たとえばタンカーでは採算可能であるが，タンカ一

等の専用船は用船料は高く (表3-35)，売上原価，燃料費率はイ尽く(表3-36)，

有利であるが，船価が高く，設備関係に費用がかかるため，借入金が巨額にな

る(表3-20) とL寸問題もある。

(3) 鋼船化が遅れた

オーアーの成長は，木帆船→小型鋼船→中型鏑船→大型鋼船へと転換するこ

とによって達成されて来た (3-2-1の(2)参照)が，本県の場合には昭和47-

8年ごろまでは，鋼船化が全国レベルや特に先進地である愛媛県とくらべて遅

れていた (2-3参照，図2-1)ために，業界再編成の波に乗れず，中央元請オ

ペレーターと契約出来ないまま，現在に至っている。

(4) 受取運賃が安い

① 船令の古いととが高運賃の貨物が少ないことと相乗的に作用して，現
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在のよろな老朽船による低運賃貸物の運送とL寸形態が形成されたと言

える。

② 荷物によっ℃は10年前と運賃がほとんど同じというものもある。これ

は，当時の運賃が高すぎたこともあるが，業界としては船の鋼船化・大

型化，単位コストの低下，スピード・アップによる航海数の増大，荷役

作業のスピード・アップ，船員削減等によって解決してきた。

③ 高運賃にたえる荷物が少なく，また，運賃値上げを要求すると，中央

からの配船に切替えられるため，強い要求ができない。

④ 復路は，燃料費・人件費が出れば，低運賃でも貨物を獲得したいとい

ろ意向が強い。

⑤ 取次が途中にはいる(数次にわたる場合もある。)と取扱手数料を差引

かれるので，受取運賃は低くなる。

⑥ 運賃負担者(荷主)の支払運賃が公表され℃いないため，受取運賃が

正当であるかどうかも判断しにくい。また，運賃の負担者が場合によっ

て売り手(第一の荷主)，買い手(第二の荷主)あるいは商社であるた

め常時運賃交渉が出来なし、。

⑦ 運賃負担者との運賃交渉の当事者はオペレーターであるため，オーナ

ーは運賃決定能力を欠い℃いる。

③ 営業収支では家族の生計を維持する程度の利潤しか得ていない (3一

2-2参照〉。とれば燃料費の高騰と減価償却費・支払金利が大きな負担

となっているためである (2-5の(2)，3-2-2の(1)③参照〉。

⑨ 受取運賃総額を決する航海数は外的要因によって左右される乙とが多

い。受取運賃ないしいわゆる水上げは運行委託の場合には航海数によっ

て決まる。また，採算航海数は船型，積荷の種類，航路等によって決ま

る。航海数は貨物量ひいてはその時の景気や工場生産量に左右される

が，その都度の問題としては荷役作業時聞が臨路?となることもある。荷

役作業が土・日曜日?とは行なわない場合が多しまたあとわずか残って

いても16時30分等で打切られることもあり，航海数を規定する要因とな
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っている。航海日数は250~-350 日といろのが63.8% (47隻中30隻，表B

-65)であり，一航海を 2-3日とすれば， 8-12航海/月ということに

なる。

(4.) 売船による利益に頼っている

船腹調整の必要からスクラップ・アンド・ビノレト方式がとられているので，

船舶融通事業による経済船型建造は引当ストックがないと出来ないため，共同

・共有建造方式をとるものが多く，営業権がDjW当り 10万円程すること，また

運賃による利潤が上らないにとと結びついて，売船による利益を考え '0、る船

主も多い。このことは船主の経営者意識を希薄なものにし，営業収支の健全化

への努力をはばんでいる。

(5) 人材育成ができていない

オーナーの中にも後継者のいないものも多い (27船主， 47~払表B-6) が

とくに乗組員の後継者問題は，現在の平均年令が 45才をこえていると推定さ

れ，高令化が進んでいるので， 10年後には深刻な問題になることが予想され

る。若年乗組員が育成され亡いないのは，船主側の要因としては，経費節減の

ため幹部乗組員のみによる小人数運行を行っている(表 2-20)ので，未だ免

許状を持っていない若年者を雇用し，乗船させる余裕がないこと，若年者側の

要因としては彼らの船員ばなれである。 54年度の組合の船員講習会には甲板

員，機関土をあわせてわずか16名しか集まらず 4-5年前までの 100名以上

を集めていた時期との時代の差を感じさせる。

4-1-4 オペレーターとオーナーの利害対立

県業界の発展のために協力しているオペレーターとオ lーナーの唯一最大の対

立点は，用船契約をめくるものである。海運二法では定期用船が基本 (60~ぢ以

上)になっているが現実には運行委託がほとんどである。これはオペレータ lー

の主張によるものであり，オペレーターとしては，①定期用船の場合には，一

定の貨物を常時確保しなければ採算が取れないが，現在はこのような状況にな

いこと，また②運行上の問題としては，船長の病気や船主側の私的な事情で運

航しなかった場合の処理などの感情的な問題が生じるおそれもあるとと，さら
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には@運行委託の場合には 6%の手数料収入を獲得できること等により，運行

委託を望んでいる。

これに対して，オーナーは船主経済の安定のためには一定収入の得られる定

期用船契約を希望している (65.6%)。これは新造船ないし購入のための借入

金および金利の支払計画を設定しやすくし，また生活の安定をはかりたいため

に，常時一定の収入を得たいためである。しかし，定期用船であっても，オペ

レータ lーの運行により水場げが増加しても容易に用船料を上げてもらえないが

水揚げがオペレーターの採算点に達しなければ用船料をダクシされるのが現状

であり，また景気が良く航海数が伸びる場合には運行委託が有利であるため，

運行委託を望むオーナーもいる (20.6%;無記入 13.8%)。オーナーは定期用

船の場合には用船料，運行委託の場合には運賃の値上を望んでおり，値上率は

20%台を望むものが40%に達している(表B-52--57)。

4-2 内航海運業経営の今後の課題

4-2-1 オペレーターが達成すべき課題

(1) 貨物の質量の確保をはかること

内航海運業は，製品主業のよろに自らの商品を製造・販売するのとは異なり，

他産業から貨物を獲得して来て，それを運送することによって成立するため，

他産業への依存性が強く，貨物の獲得が基本的な課題である。

1) 県移出入貨物を確保すること

現在の運送貨物は高知県移出入物が中心であり，それが全体としては年

々増加しているため，地元オペ νーターの取扱数量は増加している。しか

し，その取扱比率は10%を切っていると推定されるため，増加量の大半は

先方配船に食われているといえる。したがって，県移出入貨物に対する比

重を高めることが重要な課題である。

① 各種貨物の獲得をはかること

現在の主要貨物のセメント，桂石，鋼材等以外の貨物の獲得に努力

し，とくに復荷の手配，夏枯れへの対応に力を入れるべきであり，また

定期航路については小口貨物の集荷量を増やすためのPR活動が必要で
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273 高知県内航海運の現状と課題(1) -87 -

ある。

② 先方配船に対応すること

県の経済活動で大きな比重をしめる鉄鋼やセメント等の移出入は

FOB契約のための大手元請業者の手によって行なわれており，地元業

者はその下請に参入することすら困難であり，先方配船にどのよろに対

応するかがゆ今後の重要な課題である。

イ crF契約による自由競争を関係業界に要望すること

関係業界に crF契約を行なうよう要望し，その上で自由経済の原

則にのっとり公正な競争のもとで県移出入の大口貨物の獲得をはかる

ことが必要である。県移出入貨物に依存する限り，長期的展望に立脚

すれば，乙のことは非常に重要であるが，現実には荷主とその系列元

請業者との結合は強いから， c r F契約にすること自体がかなり国難

である。これの具体化については組合レベノレでの研究および対応が必

要である。また， C 1 F契約になったとしても，現在の地元オペレー

ターの実力では競争に打勝つことは非常に困難であるから，長期的に

は，経営合理化に努めるとともに，経済船，大型船，専用船を支配船

腹に加える必要がある。

ロ 系列元請オペレーターと結合をはかること

crF契約への移行が短期的には困難だとすれば， FOB契約のも

とで貨物獲得をはかる必要があるが，すでに荷主一元請オペレータ一

一下請オペレーターの系列化は進んでおり，新規参入はむつかしい。

しかし，地元の利を生かす諸方策をたてまた船型・船令の適合化をは

かる等の努力をして，元請業者の系列化に入る以外に道はない。

ハ 経営多角化を促進すること

先方配船の現状を打破することが困難な場合には，後述のように，

経営多角化を進め，経営の安定イじをはかる必要がある。

③ 地元開発との結合をはかること

県の経済活動が活発になれば，そiれに依存度の強い当業界も発展する
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ことが出来る。しかし過去の鉱工業開発による貨物の増加にもかかわら

ず，その大部分は県外大手オペレーターの手によって運送されており，

地元業界はその恩恵を受けることが少なかった。これは荷主との結合が

弱く，また老朽船が多いといろ地元業界の体質の弱さに起因している面

も強L、から， これらの弱点を克服するとともに，行政機聞に働きかけ，

今後の地域開発および経済発展との直接的な結合をはかるべきである。

2) 県外の新ノレートを開発すること

県移出入貨物に依存している限り，前述のよろな対応策に成功しなけれ

ば，じり貧状態が続くことになろろ。したがってそれを乗り越えるため

には，積極的に高知県以外の新ノレートに進出する必要がある。たとえば，

中央大手オペレーターの系列にはいり，あるいは独自に新ノレートを開拓し

て，都市閉または他県相互間の貨物運送に参入することが出来れば，業界

発展に大きく結びつくことになる。

3) 大口貨物・高運賃貸物への対応をほかること

元請オペレーターとの結合や県土開発との結合をばかり，また，県外の

新ノレートを積極的に開発するためには，その前提となる基盤作りが必要で

ある。集約化・協業化等の構造改善を進めるとともに，オーナーとの協調

を強めて，経済船化をはかり，また，タンカー，セメント船，特殊タンク

船等の専用船の分野に進出すべきである。

(2) 経営多角化を促進すること

貨物の質~.を確保するための上記の諸方策がうまく進まない場合には，オペ

レーターの経営は困難になるであろうから，狭義の海運以外の分野に活路を求

め，経営多角化を一層推進する必要がある。この場合，一つは現在の設備や技

術を活用できる海運関連分野であり，荷役作業，運搬，クレーシ車の貸出，陸

送等についてはかなりの実績・をあげているが，個々の分野では競争もはげしい

ので，その業界での地位向上のため一層の努力を行なうべきでるる。他の一つ

は海運とは無関連の分野への進出である。これは内航海運業としての発展とは

無関連ではあるが，個々の企業にとっては重要な課題であり，適切な経営者的
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意思決定が望まれる。経営多角化の推進には長期的な展望に立脚する必要があ

るから，情報収集や研究を常に行なわなければならない。

(3) 企業体質を強化すること

1) 人材を育成すること

① 経営者精神を発揮すること

現在の困難な状況を打開するためには， i諸種の方策を積極的に推進する必要

がある。しかし，経営者の中には企業の現在の地位を保持することのみが念頭

にあるものもあるが，それのみでは結局環境適応が出来ず，企業崩壊を招くで

あろろ。真の経営者精神を発揮し，新しい事態に積極的に対処する革新的行動

が必要である。そのためには，経営者は常に自己啓発を行ない，あるいは経営

者教育に参加し，実践能力を修得すべきである。

② 管理者，作業者，船員の能力向上をはかるとと

日常の活動においては中堅管理者，作業者，船員の能力に負うことが大であ

るが，若年労働者の不足や老令化等を克服し，小数精鋭主義で業務を遂行でき

るように，能力育成をはかるべさである。

2) 財務の充実をはかること

流動比率，固定比率，負債比率とも全国平均と比べるとすぐれている (3-

1-2参照〉が，資本金が全国レベノレでみると非常に少ないことが，活動の基盤

を弱いものにしているため，自己資本の充実が急務である。

3) 情報収集能力を高めること

県内貨物についてはもちろん，とくに県外進出する場合には，荷主の動向や

全国同業者の動向?とついて，正確な情報を迅速に入手でまる体制を確立する必

要がある。短期的な問題としても復荷についての情報収集能力を高める必要が

ある。

4-2-2 オーナーが達成すべき課題

オーナーは内航2法により，荷主と直接取引が出来ないため，オペレーター

への依存度が強く，有力な誠意あるオペレーターと用船契約がでまるか否かが

自己の運命を左右する。したがって，前述のオペレーターの課題はそのままオ
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ーアーの課題ともなるから，それらの達成に側面から協力するとともに，オー

ナー固有の課題の達成をはかるべきである。

(1) 営業利潤の適正化をはかること

短期的な課題としては，営業収支で適正利潤を獲得でまるように努力する必

要がある。

1) 収入の増加をはかるこi と

① 運賃単価を引上げること

これは個別取引における収入増をはかるものである。このためには，業界全

体としては基準運賃を設定し，適正な競争をはかること，オーナー側では基準

運賃を守り，ダシピングをしないモラノレを確立すること，オペレーターとの関

係では中間取次の回数を増させないこと，荷主との関係では荷主支払運賃を公

開させること等が重要な課題である。

② 航海数をふやすこと

これは月間ないし年聞における収入増をはかるものである。オーアー側の要

因としては船・機械装置の点検・整備を十分に行なう乙と，船長・船員の健康

管理に気をつけること等が必要であり，また，他律的要因としては港待ちゃ荷

役作業時間の短縮の問題があるので， これの解決をはかる必要がある。

③ 空船をへらすこと

④積荷率を高めること

これらは共にー航海当りの効率化の問題である。燃料費，人件費が高くなっ

ているので，空船をへらし，また積荷率を高めることは必須の課題であり，そ

のためにオペ νーターや荷主の理解・協力を得るよろに努力すべきである。

2) 支出の合理化をはかること

支出の中心費目は船員費，燃料費および支払利息である。このうち船員費に

ついては船員削減は限界に来ていること，燃料費についてはまったく他律的で

あること等のために，それらの支出をおさえることは困難である。したがっ

て，主体的には支払利息を低くする以外にない。そのためには，購入船価に占

める自己資金の比率を高めなければならないから，営業利益の積立による自己
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資本の充実を積極的に行なうべさである。なお，それが困難な場合には，出来

るだけ低価格の者朽船を購入して利息負担を軽減し，運航面で小回りをきか

し，収益性を高めるとL寸現在の方途もそれなりに有力である。

(2) 中央の元請オぺl/ーターとの結合をはかること

高運賃貸物を獲得しまた航海数を増加させる一つの道は貨物を安定的に確保

している中央の大手オペレーターと定期用船または運行委託の契約を結ぶこと

である。しかし，すでに中央オペレーターには多くのオーナーが契約してお

り，系列が明確になっているため，新たに参入することは困難であり，しか

も，高知県のオーナーの場合には老朽船が多くまた専用船が少ない等のため，

中央オペレーターの要求に答えられないものが多L、。したがって，オーアーと

しては新造船ないしいわゆる経済船を取得し，あるいは専用船を持つように努

力して，中央オペレーターとの結合をはかることが船主経済安定のための重要

な課題である。

(3) 経営者機能を強化し，経営多角化をはかること

オーナーとして生長，発展することが困難な場合には，海運業以外への脱出

をはかり，経営多角化または転業を進める必要がある。船主経営者の場合に

は， 日常の運航業務は船長が行っているから，研究のための時間的余裕はある

が，船主船長の場合には， 日常業務が多忙であるため，経営者機能を十分に遂

行することが出来ないので，経営多角化への取組みは困難であることが予想さ

れる。どのような分野に進出可能かについては今後十分に調査研究を進める必

要があるが，オーナーは状況変化に適応できる経営者的意思決定能力を養うこ

とが必要であり，それによって経営多角化への展望も開けて来るであろう。

(4) 企業体質を強化すること

1) 人材育成をはかること

① 経営者能力の強化@育成をはかること

経済動向，中央業界の動き，荷主の入出荷状況を把握し，適切な状況判断を

行なう能力，オペレーターとの意思疎通能力等を高める必要がある。

② 船員の能力育成，若年船員の獲得をはかるとと
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若年船員の参入がほとんどなし船員の老令化が進んでいるため，このまま

では 5~10年後には運行すら困難になるから，今から船員の獲得・育成を進め

る必要がある。高運賃の支払，新造船による作業環境の改善，家庭不在日数の

減少等を進め，船上を魅力ある職場にしなければならない。

2) 自己資本の充実をはかること

船舶の購入および造船にさいしては，調達価格に占める借入金の割合は，

71.8% および 86.9~ぢ(表3-18) と非常に高いため，営業利益のほとんどが借

入金償還にあてられており (89.0% および 106.8~弘表3-31)，経営基盤は非

常に弱い。したがって，将来の鋼船化，経済船化，専用船化を推進するために

は，自己資本の充実が必要である。

3) 運賃交渉能力を高めること

オペレーターに対しては用船料の決定，荷主に対しては基準運賃公開等に関

して，主体性を発揮できるような力をつけるべきである。

4-2-3 オペレーターとオーナーの相互協力により達成すべき課題

(1) 荷主・中央元請オペレーターとの関係強化をはかること

荷主や元請オペレーターと直接に交渉関係を持つのはオペレーターであるが

受取運賃や実際の航海数等についてはオーナーもただちに影響を受けるため，

オペレーターとオーナーが協力することにより，荷主・元請オペレーターとの

交渉力を高めることが重要である。貨物の確保，荷主支払運賃の公開，基準運

賃の設定，荷役作業の迅速化，空船による貨物引取りの指定等協力して解決す

べき課題は多い。

(2) 新規取引先やjレートを開拓すること

新しい荷主や県外jレートの開拓等について，オペレーターと実際に運送を担

当するオーナーとが協力して当れば，相当の効果が期待できるであろう。

(3) 集約化。協業化等の構造改善に取組むこと

大口貨物の獲得，先方配船への対応等は才ぺレーターの課題であり，経済船

専用船，大型船に取組むことはオーナーの課題であるが，この両者は不可分に

結びついている。大口貨物や高運賃貨物を獲得したくても，それに対応する支
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配船腹を持っていないとか，新造船に取組みたくても，採算のとれる高運賃貸

物が入手できないかも知れない等の不安は，現実には非常に強いが，この問題

を解決しなければ、，全国業界から脱溶することは必至である。集約化・協業化

により資本力や経営力を高め， これに対応する必要がある。

(4) 日常業務の協調・提携および情報交換をはかること

復荷，空船対策として協調配船，基準運賃の維持のためのダンピングの回

避，各種の情報交換等について協調すべきである。

4-2-4 組合が達成すべさ課題

(1) 組合を強化し， リーダー乙/ツプを確立すること

オペレーターとオーアーの要求が異なること，規模や業績に格差があるこ

と，地域別に状況が異なること，業界全体に目を向ける余裕が経営者にないこ

と等のために，組合は強力な業界指導を行なえなかった。したがって，今後は

組合の組織強化をはかるとともに，業界の振興に積極的に取組む指導者を育成

する必要がある。

(2) 集約化・協業化を指導・推進すること

業界の最大の課題は将来発展のための集約化・協業化にいかに取組むかにか

かっている。これはオペレーターおよびオーナーの課題であるけれど，現実に

はオペレーターもオーナーも集約化・協業化の必要性についてはほとんど意識

していない。したがって，業界の将来のためには，これら組合員の意識を変革

し，彼らが共同精神を高揚して，真の共同体を形成するよろ，強力に指導する

必要がある。

(3) 情報の収集・提供体制を強化すること

組合員企業が個別に必要な情報を収集することは困難な場合が多く，経費も

多くかかるので，業界に共通な情報については組合がこれを行なうことが必要

である。日常の経営活動はもちろん将来の発展のための基礎となる資料(たと

えば，組合員の実際の活動状況，全国業界の動向，県および全国の貨物動向，

船価動向等)を積極的に収集し，経営者が意思決定を行なろさいに要請があれ

ばいつでも提供でまる体制を確立すべきである。
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(4) 将来展望のための研究体制を確立すること

将来展望の明確化については現在の組合活動では，組合員企業の意識の低さ

や事務職員不足のため，ほとんど行なわれていないが，業界発展のためには積

極的に取り組まねばならない課題である。たとえば，陸連との競合問題，本四

架橋の影響，高知外洋港との関連，県経済開発あるいは地域開発との結合， c 
1 F契約の問題，経営多角化の方向性，構造改善への取り組み等研究課題は非

常に多し、。したがって，課題ことに研究委員会またはプロジェクトチームを組

織し，恒常的に研究を行ない状況変化に対応しなければならなし、。

4-2-5 行政の対応すべさ課題

(1) 第二次産業の振興をはかること

高知県の内航海運業の取扱貨物は，基本的には県内の経済活動に依存してい

るので，内航海運業の振興の基盤を強化するためには第二次産業の振興をはか

ることが必要である。

(2) 地域開発との結合をはかること

過去の開発において生じた貨物の輸送は開発関連企業の系列運送会社が分担

したため，県内業者の地盤は低下した。したがって，今後は県土開発と内航海

運業を強く結びつける施策が必要である。

(3) 基盤整備の促進をはかること

港湾の拡張，水路の波深，岸壁の整備等の促進が必要である。また，外洋港

建設に当っては内航海運専用または使先の施設整備が必要である。

(4.) 金融制度の整備拡大をはかること

新船の建造，中古船の購入には巨額の資金を必要!とするので，保証枠の拡

大，低利・長期貸付制度の充実等に配慮し，地元金融機関による融資の円滑化

を促進し，また，公団融資については中古船購入資金にも適用することが望ま

しい。

付記)高知県内航海運実態調査の結果表(表Aはオペレーターの単純集計結果，表Bはオ

ーナーの単純集計結果，表Cはオーナーのクロス集計結果でるる)は「高知県内航

海運の現状と課題(2)jに集録する。
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